
第１章

人と人との絆を紡ぐまち



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

1,899千円

R5予算現額

2,194千円

R4正規職員人件
費

1.55 人

12,403千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.65 人 評価者

～ 13,334千円
松井まちづくりセンター長
澤　敦史

R4予算現額

1,200千円

R5予算現額

1,200千円

R4正規職員人件
費

2.01 人

16,084千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.01 人 評価者

～ 16,243千円
富岡まちづくりセンター長
粕谷紀夫

R4予算現額

1,223千円

R5予算現額

1,223千円

R4正規職員人件
費

1.40 人

11,203千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.05 人 評価者

～ 8,485千円
小手指まちづくりセンター長
小川　和彦

R5目標 R5実績

地域づくり協議会の事業・
イベントを通して、富岡地
区の交流が図られ、地域づ
くりに寄与した。

期間
会年職
員等

1.2人

R6目標

H29 15,314人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に、地
域づくり協議会活動支援交付金を交付するとと
もに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支
援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要
望等の処理・連絡調整

会年職
員等

1.2人

実績 13,891人 3,838人

新型コロナウイルス感染症の行動制限が緩和
され、多くの事業が再開したものの、地域住
民の高齢化や、新型コロナウイルス感染症に
よる閉塞等の影響もあり、中止した事業への
参加者が戻り切れていないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5,174人

②3事業

R5目標 R5実績

地域住民の高齢化や、新型コロナウイ
ルス感染症による閉塞等の影響もある
ため、地域住民が参加しやすい内容に
する等、見直しを進める。

R5その他職員従
事割合

14,585人 5,174人

2,863人

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
1,103千円

①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数
（交付金の交付対象となっ
た事業数）

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民の参
加人数を指標とする。

富岡地区体育祭に参加しやすいように
競技種目を再検討し、開催時間も午前
中の半日開催とすることで、５年ぶり
に開催することができた。

R5決算額（見込
み） 17 パートナーシップで

目標を達成しよう

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,200千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

B

R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務 1,223千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数

優先 自治事務

地域づくり支援事
業（富岡）

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R5その他職員従
事割合

期間
会年職
員等

1人

①　3,597人

②　7事業
R6目標

H29 4,600人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に、地
域づくり協議会活動支援交付金を交付するとと
もに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

会年職
員等

1人

実績 4,560人

地域づくり支援事
業（小手指）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

111
市民
部

小手
指ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

住民の文化、福祉の向上及び安全で安
心なまちづくりが事業の目的であり、
住民の参加意欲が高まる事業の実施が
課題である。そのためには、地域住民
のニーズを世代別に把握するような工
夫が必要である。

4,580人 3,597人

B

本事業は、協議会の主体的な
活動を支援するため、住民の
理解と協力を得ながら進める
必要がある。5年度は、新型コ
ロナウイルスの感染対策から
解放されたが、参加者が戻り
切っていなかった。今後も、
状況に応じて、協議会の事業
運営の支援を行い、地域住民
に魅力的な事業を展開し、よ
り多くの住民参加を図ってい
く必要がある。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

地域づくり協議会は、人と人との絆を大切
に、互いに支え合い助け合う地域づくりを推
進するための活動をしており、その活動へ地
域住民の参加を増やすことにより、住民相互
の親睦を図るとともに、文化・福祉の向上を
目指している。

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の流行期に停滞した
地域コミュニティ活動の再開を支援す
るために、各自治会等に対するコミュ
ニティ活動の補助金の申請回数を年度1
回から2回に増やした。

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

新型コロナウィルス感染症の影響が尾を引
き、地域活動や参加者が流行前の水準に戻っ
ていないため。また、従前、高齢者層の参加
者が多かったため、参加者が減少傾向にあ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

111

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

地域づくり支援事
業（松井）

優先

H29

市民
部

R4決算額

B

R5決算額（見込
み）

①地域づくり協議会活動支
援交付金対象事業数

②地域づく支援事業への地
域住民の参加人数

実施計画ランク

期間

項目名

実績

1,860千円

事業の目的及び具体的な内容

11 住み続けられるまち
づくりを所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセン

ター条例施行規則、所沢市地域づくり協議会活動支援交付
金交付要綱

2,175千円

R4その他職員従
事割合

新型コロナウイルス感染症が
５類に部類変更されたことに
より、松井まちづくり協議会
主催・共催の主な事業（三世
代まつり・文化祭、夏季セミ
ナーや夏季交流懇談会、新年
祝賀会）が開催でき、住民参
加・人と人との絆、支え合う
地域づくりとして、実施する
ことができた。

3 すべての人に健康と福
祉を

自治事務

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準と
して、住民参加・人と人との絆、支え合う地域づ
くりへの達成度を推し量るもの。

②地域づくり支援事業への参加人数を基準とし
て、協議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度
合いを推し量るもの。

事業の種別

根拠法令

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、
1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会活動
支援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災
⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0.4人

5,902人 763人
新型コロナウイルス感染症が５類に部類変更
されたことにより、松井まちづくり協議会主
催・共催の主な事業（三世代まつり・文化
祭）が開催できたが、敬老行事については市
統一で実施しないことになったため、松井地
区みんなで長生きを祝う会も実施されなかっ
たので、目標を達成することができなかっ
た。

R5目標 R5実績

一
般
会
計

R5年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

R5目標値が未達成の理由・分析R4目標 R4実績

協議会で作成した「まついむら文化歴
史・自然環境遺産ガイドブック」につ
いて、1冊の冊子タイプから文化歴史遺
産と自然環境遺産に分冊したタイプを
作成した。

地域の団体やまちづくり協議
会等の活動を通して、地域住
民の安全安心なまちづくりを
支援した。令和５年度は、
「障害者への接し方」をテー
マに地域セミナーを行い、障
害者への接し方等の啓発を
図った。

会年職
員等

0.4人

6,060人

R6目標

①５事業

②4,743人

敬老行事に代わる新たな事業の創設が課題で
ある。
課題解決に向けて、支え合う地域づくりとし
て、地域住民の理解が得られるような事業を
開催できるように取り組んでいく。

R5その他職員従
事割合

5,980人 4,743人

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,223千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域の河川等の清掃活動
を始めとする地域コミュ
ニティ活動の支援を通し
て、項目に掲げる環境整
備に貢献した。

新型コロナウイルス感染症の
影響が大きく、目標値には届
かなかった。
そうした中で、富岡地区体育
祭を５年ぶりに開催すること
ができた。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,226千円

R5予算現額

1,226千円

R4正規職員人件
費

1.60 人

12,803千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.60 人 評価者

～ 12,930千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

R4予算現額

65千円

R5予算現額

65千円

R4正規職員人件
費

2.00 人

16,004千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.00 人 評価者

～ 16,162千円
吾妻まちづくりセンター長
深谷　康博

R4予算現額

1,216千円

R5予算現額

1,200千円

R4正規職員人件
費

1.30 人

10,403千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.25 人 評価者

～ 10,101千円 センター長　荒井　直樹

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の団体や地域
住民のコミュニティの推進
を支援した。

期間
会年職
員等

0.4人

R6目標

H29 6,900人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に、地
域づくり協議会活動支援交付金を交付するとと
もに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支
援⑤地域情報の提供⑥地域防災 ⑦地域住民の要
望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0.4人

実績 6,700人 645人

地域で新たに開催された「柳瀬夏祭り」にま
ちづくり協議会として協力し出店したが、予
定していた「戦国滝の城まつり」の開催が中
止となったため、達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①940人

②8事業

R5目標 R5実績
地域コミュニティの推進を図ることを
目的とした充実した事業が展開できる
よう、既存事業の見直しや新規事業へ
の取組みを支援していくことが必要と
なる。また、その原動力となる人材育
成にも力を入れていくことが必須であ
る。

R5その他職員従
事割合

6,800人 940人

A

新たな事業の開催により、ま
ちづくり協議会の活動がより
活発になってきている。部会
を構成する団体同士の情報共
有が進んだことが、理由とし
て考えられる。
「やなまちマルシェ」には、
まちづくり協議会が模擬店の
出店を通して、地域の魅力を
理解し、地域づくりの取り組
みを実施することで、住民の
交流の場を考える機会となっ
た。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち
づくりを

優先 自治事務 1,209千円

①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）

②地域づくり協議会活動支
援交付金対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
協議会に係る事業数を基準として、住民参加・人
と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を推
し量るもの。

令和5年度新たに開催された「柳瀬夏祭
り」、公民館主催の「やなまちマル
シェ」には、まちづくり協議会として
それぞれ模擬店を出店した。また、ス
ポーツ振興部会が新規事業として「モ
ルック大会」を開催した。

地域づくり支援事
業（柳瀬）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,200千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

児童から専門学校の学生ま
で、SDGｓの啓発ポスター
を募集し、表彰と市民フェ
ス・文化祭・環境展示会で
展示した。さらに、八国山
でボランティア活動を実施
した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 17,200人

17 パートナーシップで
目標を達成しよう地域コミュニティの醸成を図るため、地域の意

向を踏まえながら地域づくり協議会の設立に向
けた支援を行うとともに、自治会・町内会等の
地域コミュニティの支援や、地域づくりを担う
人材の育成、まちづくりセンターにおける地域
情報の発信などの地域づくりの支援に取り組
む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②
自治会・町内会等の地域コミュニティの支援③
まちづくり活動の人材育成④地域の公共的団体
の育成・支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地
域住民の要望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

実績 17,200人 34,056人
公共的団体等への支援事業は、コロナ禍前の
事業を行うことにより目標を達成することが
できた。
一方、地域づくり協議会の設立については、
令和３年３月に「所沢市地域づくりガイドラ
イン」の概要説明を最後に情報提供をする機
会を持てていない。個別には協議会の設立に
ついて理解していただける方もいる一方、設
立しなくても十分協議会機能をはたしている
という方もいる。引き続き地域から信頼さ
れ、協議会の役割を説明できる機会を設ける
ことに務める。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①66回

②0回

③0回

R5目標 R5実績 引き続き、吾妻地区で行われている３
つの公共工事は、工事期間が長期にわ
たることから、更なる住民の安全対策
など地域の諸課題の解決に向け、工事
所管の県市と綿密な情報提供や共有が
必要である。
地域づくり協議会設立については、ま
ずは情報提供する機会を再開していた
だくように取り組む必要がある。

R5その他職員従
事割合

17,200人 33,498人

B

各公共的団体との連携強化に努
め、地域住民に直接関係する公共
工事関係は、所管担当職員から情
報の提供や共有を図った。また課
題解決や連携強化では令和５年度
に「八国山DEボランティア」活動
を行うことができた。
地域づくり協議会の設立は、引き
続き、地域の特性や歴史的背景、
現在の各団体の活動状況等を尊重
しながら、地域の意向を踏まえ、
その役割や重要性について説明す
る機会を設けたい。
さらに、昨年度は吾妻地区新春の
つどいを４年振りに開催し、市
長、議員をはじめ49団体103名の
参加をいただき、情報交換や懇親
を深めることができた。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 57千円

①公共的団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支
援交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立
に向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域コミュニティ、公共的団体等への支援及
び地域づくり協議会設立を目標とする。

吾妻地区の3つの公共工事については、
どれも工事期間が長期にわたることか
ら、地域住民や関係団体と時々の課題
の解決に向け、情報共有と安全対策に
務めた。
吾妻地区新春の集いを開催し49団体103
名の参加により、懇親を深めるととも
に、団体間の現状と課題について意見
交換を行う良い機会をとなった。

地域づくり支援事
業（吾妻）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

57千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、
互いに支え助け合う地域づ
くりを推進した。

期間
会年職
員等

0.4人

R6目標

H29 12,000 人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度あたり120万円を上限に地域
づくり協議会活動支援交付金を交付するととも
に、次の取組みを行う。①山口まちづくり協議
会活動への支援②自治会・町内会等の地域コ
ミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

会年職
員等

1.13人

実績 12,000 人 11,482 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12,685人

②11事業

R5目標 R5実績

特定の団体、世代だけでなく幅広く地
域の方に参加していただけるよう、住
民の関心の高い事業や積極的な情報発
信を行っていく。

R5その他職員従
事割合

12,000 人

事業への参加人数は目標を達
成することができた。
一方で、役員や参加者が固定
化する傾向が見られる。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 1,226千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会
活動支援交付金対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
住民参加と協働による地域課題の解決ならびに安
全・安心な地域づくりを進めるための事業を実施
する。

各部会の事業を着実に実施しつつ、地
区文化祭におけるキッチンカーの招致
や新春のつどいにおける軽装の推奨な
ど、新たな試みを行った。
新規事業として「多世代あそびフェス
タ」を実施した。

地域づくり支援事
業（山口）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,226千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

12,685 人

A111
市民
部

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,220千円

R5予算現額

1,220千円

R4正規職員人件
費

1.00 人

8,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

R4予算現額

1,200千円

R5予算現額

1,200千円

R4正規職員人件
費

2.70 人

21,605千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.70 人 評価者

～ 21,819千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

R4予算現額

1,253千円

R5予算現額

1,253千円

R4正規職員人件
費

2.75 人

22,006千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.55 人 評価者

～ 20,607千円 センター長　新井　浩嚴

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 5,000人

【目的】
人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合
う地域づくりを推進するため、地域づくり協議
会に対し、１年度当たり120万円を上限に、地域
づくり協議会活動支援交付金を交付するととも
に、次の取組を行う。
【内容】
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支
援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要
望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

実績 5,000人 2,615人

感染予防対策により各種事業やイベントの縮
小開催及び天候等の状況により中止となった
事業があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①9事業

②2,398人

R5目標 R5実績

しんとこイーストネットの地域団体の
活動をはじめ、新所沢東地区の情報
を、センター便り、ところざわほっと
メール、HP、SNS等を活用し、幅広い年
代の人たちに事業（イベント）に参加
してもらえるよう支援していく。

R5その他職員従
事割合

5,000人 2,398人

B

感染症の影響があるものの、
多くの事業で感染予防の対策
を講じ実施できた。
今後も基本的な対策は講じな
がら多くの事業を展開し、地
域における交流を継続してい
く必要がある。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 1,253千円

①地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数

②地域づくり支援事業への
地域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常に
見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域活動
の中で交流を深め、助け合い、安全・安心な「ま
ち」づくりを目指しているため、地域住民の参加
人数を指標とする。

コロナ禍で停滞していた地域活動を再
開する動きが多くみられた。また、し
んとこイーストネット広報室が主体と
なり、ウォーキングイベントを新たに
実施された。事業の新規や再開にあた
り、過去の実施内容の情報共有や、提
案など円滑な実施ができるよう支援を
行った。

地域づくり支援事
業（新所沢東）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,253千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

令和元年度より継続する
「駅前噴水イルミネー
ション」を実施し、多く
の方々から喜ばれた。

期間
会年職
員等

0.1人

R6目標

H29 12,000

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に交付
する地域づくり協議会活動支援交付金等を活用
するとともに、次の取組を行う。①地域づくり
協議会活動への支援②自治会・町内会等の地域
コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育
成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報
の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・
連絡調整

会年職
員等

0.1人

実績 11,000 5,637

団体役員の活動、地域住民の協力により昨年
よりも実績を伸ばすことができた。子育て世
代を対象に行った事業も複数あったが、他の
世代に比べて参加者が少ない傾向にあった。
事業の内容や開催時期、周知の仕方などを見
直すことで参加者の増加に繋げたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21事業

②8,525人

R5目標 R5実績

引き続き、地域団体の自主性を尊重
し、その活動の側面的支援を行ってい
く。

R5その他職員従
事割合

11,000 8,525

B

４年ぶりの運動会開催に加え
防災訓練、文化祭は、前年度
より大幅に参加者は増えたこ
とにより実績を伸ばすことが
できた。
一方、参加者が少なかった事
業は、見直しや新たな企画検
討が求められる。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 1,200千円

①地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数

②地域づくり支援事業への
地域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域づくり協議会への支援により、地域活動への
住民参加人数を指標とする。 地域づくり協議会の主催事業の発展の

ための助言を行い、事業を充実させ
た。

地域づくり支援事
業（新所沢）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,200千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

新所
沢ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

基本的な感染対策を講じ
ながらで事業を実施し、
地域住民の交流を図っ
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 9,000 人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に、地
域づくり協議会活動支援交付金を交付するとと
もに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支
援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要
望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

実績 9,000 人 13,215 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10事業

②16,151人

R5目標 R5実績

自治会加入率の低下および自治会未加
入の若年層が増加している。また、三
ケ島まちづくり協議会の活動に対する
周知のため、広報紙を通じて、魅力あ
る自治会活動を発信していく。

R5その他職員従
事割合

9,000 人 16,151 人

A

既存事業の継続に加えて新た
な取り組みを実施するなど、
地域コミュニティの支援に貢
献した。
今後もまちづくり協議会を地
域に浸透するべく、地域に密
着した事業を実施し、活動内
容等を広くアピールするとと
もに、まちづくり活動の人材
育成と団体等への活動支援に
努める。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 1,219千円

①地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数
（交付金の受給対象となっ
た事業数）

②地域住民の参加人数（支
援事業の延べ人数）

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域コミュニティの充実度を計る指標として、第
６次総合計画の事業目標に掲げられていることか
ら設定。

市からの交付金を活用して、地域課題
の解決に向けた新たな事業を企画し、
これに伴う広報紙の作成や備品等の購
入などを実施することができた。

地域づくり支援事
業（三ケ島）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 17 パートナーシップで

目標を達成しよう所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,211千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

三ケ
島ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域住民の要望等への対
応、コミュニティ団体の連
絡調整に加えて、様々な団
体との協働により、まちづ
くり推進に向けた活動に貢
献した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,210千円

R5予算現額

1,210千円

R4正規職員人件
費

1.50 人

12,003千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円
所沢まちづくりセンター長
金子　敦

R4予算現額

1,200千円

R5予算現額

1,200千円

R4正規職員人件
費

1.37 人

10,963千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.37 人 評価者

～ 11,071千円
並木まちづくりセンター長
吉永　寿久

R4予算現額

22,000千円

R5予算現額

3,103千円

R4正規職員人件
費

1.20 人

9,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.20 人 評価者

～ 9,697千円 防犯交通安全課長　足立啓

積極的な啓発活動により、
安心して通行ができる環境
づくりに貢献した。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

R2 0

客引き行為等を禁止することで、市民等が安心
して通行することができる快適な環境を確保す
るとともに、健全な事業活動の発展に寄与する
ことを目的とする。
①市職員による巡回警備・指導を行う。
②事業者や市民等に対して、条例の目的や禁止
行為等を広く周知啓発する。

会年職
員等

0人

実績 6 1

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①150件

②0件

③0件

R5目標 R5実績

路上での客引き行為等に対する巡回指
導を継続するとともに、引き続き所沢
警察署、プロぺ商店街振興組合ととも
に啓発活動を実施し、通行人に対して
客引きについていかないよう呼びかけ
る。

R5その他職員従
事割合

2 0

A

条例の目的を達成するために
市職員による巡回指導を行っ
た結果、過年度と比較して市
長への手紙の件数が減少し
た。
今後もこの効果を維持するた
めに活動を継続していく。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 21,945千円

①口頭指導件数

②書面指導件数

③勧告件数

市長への手紙に寄せられた、プロぺ通りにお
ける客引き行為等に関する苦情の件数

客引き行為等で通行の支障や迷惑を被り、また、
恐怖を感じるなどした市民等が市へ意見を伝える
手段の一つとして市長への手紙があることから、
この件数を指標とする。

プロぺ商店街振興組合主催、市及び警
察が共催とした啓発パレードを実施し
た。
商店街、警察と共におおむね月1回啓発
活動を実施した。

所沢市客引き対策
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市客引き行為等の禁止に関する条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,763千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.4人

R6目標

H29 8,300人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会に対し、1年度当たり120万円を上限に、地
域づくり協議会活動支援交付金を交付するとと
もに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

会年職
員等

0.4人

実績 8,300人 5,843人
地域住民を対象にしたイベント、後援事業を
アンケート等を参考に毎年テーマを変えて実
施しているが、ニーズに合わなかったことが
要因と思われる。また、地域活動の担い手の
人材不足及び高齢化により、大きなイベント
が実施できていない。しかしながら、並木ま
ちづくり協議会の認知度が上がるにつれて、
関心を持って参加している住民は増えている
ように思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①26事業

②5,750人

R5目標 R5実績
「見える化シート」により地域の住民
と共に課題を共有することができた
が、なかなか具体的な事業の実施まで
至っていない。今後、解決策を見出す
ことで住みやすい地域づくりに繋げて
いき、自主的な活動が推進できるよう
組織を整えていきたい。

R5その他職員従
事割合

8,300人 5,750人

B

並木まちづくり協議会とし
て、学校菜園プロジェクトや
健康づくり講座の実施、ス
ポーツ事業、ハロウィンイベ
ント等を後援、所沢中央高校
と連携した事業の実施を通し
て、地域活性化が図られた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 1,200千円

①地域づくり協議会活動支
援交付金交付の対象事業

②地域づくり支援事業への
地域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
多くの地域住民が参加できる等、地域コミュニ
ティの活性化の一助となる事業を行う。

所沢市地域づくりガイドラインに基づ
く「見える化シート」で明らかになっ
た地域の課題解決を目指し、事業検
討・実行委員会で具体的な事業の検討
を行った。今後のまちづくり協議会を
中心とした地域コミュニティの推進に
期待が持てる。

地域づくり支援事
業（並木）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,200千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の紹介や地域
住民の安全・安心な街づく
りを支援した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 21,550人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け
合う地域づくりを推進するため、地域づくり協
議会等地域団体の支援を行うとともに、次の取
組を行う。
①地域づくり協議会の活動への支援②自治会・
町内会等の地域コミュニティの支援③まちづく
り活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

実績 21,450人 18,587人

「所沢地区新年会」をはじめとして、コロナ
ウイルスの状況下で休止していた事業のいく
つかを再開することができたが、実績値ベー
スで昨年度比1,808人増に留まり、目標には届
かなかった。所沢地域づくり協議会は、所沢
地区町内会連合会を中心母体としているた
め、新たな加入者を増やす方策が必要である
と考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20,395人

②6事業

R5目標 R5実績 地区内の少子高齢化、高層ビル化や近
所づきあいの疎遠化、核家族化に伴
い、地域団体の役員の成り手不足や地
域コミュニティの希薄化が顕著であ
る。今後も、多世代交流の場を積極的
に創出することで、地域づくり協議会
の中心母体である町内会への加入の契
機となるよう努めていく。

R5その他職員従
事割合

21,500人 20,395人

B

「防災連携体制整備事業」に
おいて、昨年度作成した「災
害時安否確認キット」の配布
を本格的に行い、町内会加入
者への配布を完了した。総合
防災訓練では、可能な範囲で
「安否確認キット」を利活用
し、より実践的な安否確認訓
練を実施することができた。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 1,210千円

①支援事業への地域住民の
参加人数

②地域づくり協議会活動支
援交付金交付対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域づくりを推進するために、地域組織の活性化
を図ることを目的として、公共的団体の実施する
事業への地域住民の参加人数を指標とする。

令和5年度の新規事業として「健康推進
事業」を実施し、地域住民の日頃から
の健康推進を図るため、各町内会単位
で血圧計の配布を行った。

地域づくり支援事
業（所沢）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべて

の人に所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域づく
り協議会活動支援交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,210千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

111
市民
部

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域にとっての健康維持、
環境美化、生きがい等の向
上に寄与した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

59,701千円

R5予算現額

59,447千円

R4正規職員人件
費

1.10 人

8,802千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.25 人 評価者

～ 10,101千円
地域づくり推進課長　秋山
薫

R4予算現額

10,500千円

R5予算現額

16,500千円

R4正規職員人件
費

0.28 人

2,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円
地域づくり推進課長　秋山
薫

R4予算現額

5,425千円

R5予算現額

5,600千円

R4正規職員人件
費

2.10 人

16,804千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.15 人 評価者

～ 17,374千円
地域づくり推進課長　秋山
薫

優先 自治事務 9,317千円

①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

補助対象事業数
支援希望のある修繕に対し、計画的に対応す
るため、補助対象事業数を目標とした。

建設や修繕等に関する相談が多数寄せ
られていることから、各集会施設の現
況を確認するとともに、各自治会・町
内会の準備状況や緊急性、重要性など
を踏まえて、柔軟に対応出来た。

コミュニティ活動
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市コミュ
ニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

15,106千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域活動の拠点整備を通し
て、地域コミュニティの醸
成と住みやすい環境整備へ
貢献した。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

H3 5件

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠
点となる集会施設の建設や修繕などに補助金の
交付を行い、整備された集会施設により、これ
まで以上に地域が一体となり、安全で安心して
住み続けることができるまちづくり、地域課題
の把握や解決、自主的なコミュニティ活動を活
発に目指す。

会年職
員等

1人

実績 5件 7件

対応した件数は1件減っているが、5年度は修
繕だけでなく建設が1件含まれており、5年度
当初の計画どおりに実施できている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1件

②3件

③0件

R5目標 R5実績

自治会・町内会施設の老朽化に伴い多
くの自治会・町内会より相談を受ける
ことが多くなった。　近隣市町村や他
自治体の事例などを参考に助成方法に
ついて研究していく。

R5その他職員従
事割合

5件 4件

A

修繕の相談から実施までに年
数がかかるという課題はある
が、潤沢とは言えない自治
会・町内会の予算規模では、
集会施設の建設・修繕に対す
る補助への要望が多い状況で
ある。
修繕について令和５年度は、
新築の１件を含め概ね計画ど
おり実施できた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

112
市民
部

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S56 98,400世帯

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

安心して快適に暮らせる地域社会を実現するた
めに、地域で重要な役割を担う自治会等の活動
支援や、報奨金の交付を行うとともに、地域住
民の自治会等への加入と参加を促進するため
に、自治会等の活動のPR、転入者への働きかけ
などを行う。

会年職
員等

1人

実績 98,200世帯 95,209世帯
令和3年度に前年比約600世帯減となり、令和4
年度は前年比約1100世帯減となった。新型コ
ロナウイルス感染症の影響により加入促進活
動が思うように出来なかったことが要因と考
えられる。
近年、総世帯数が年々大きく増加する一方
で、自治会の加入は平均1,700世帯ずつの増加
にとどまっているため、加入率は年々低下し
ている状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①60人・20会場

②49件

R5目標 R5実績 加入率の分母となる市全体の世帯数は
増加し続ける一方で、加入世帯が減少
すると大幅に加入率が下がってしま
う。引き続き、自治会・町内会の重要
性について様々な機会を捉え幅広く浸
透していくように周知に努めるととも
に、地域の声を聞きながら、事業を継
続する。

R5その他職員従
事割合

98,300世帯 93,818世帯

B

自治会町内会は、地域の課題
解決に取り組むと同時に、住
民の住みよい暮らしやまちづ
くりのために重要な役割を
担っている。
自治連合会との協力（共催含
む）しによる様々な事業を実
施しているが、加入率の増加
には繋げることができなかっ
た。引き続き、転入者や転居
者へ不動産事業者の協力によ
る働きかけのほか、自治会・
町内会の重要性の周知に努め
る。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 56,574千円

①自治会・町内会応援団
（派遣のべ人数・派遣会
場）
②加入促進パンフレット付
属のはがき、電話等での自
治会問い合わせ件数

自治会加入世帯数
自治会・町内会への加入と参加の促進及び活動
を支援することで得られる結果が自治会加入世
帯

所沢市自治連合会との共催で加入促進
ポスター展、市民フェスティバルのへ
の参加、自治会の活動報告会の実施、
「自治会・町内会応援団」を結成し夏
祭りへの参加等、工夫をしながら活動
を実施した。

自治会等応援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

57,584千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

112
市民
部

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

自治会・町内会を支援する
ことで、地域コミュニティ
の醸成に貢献した。

14 海の豊かさを守ろう

所沢市民フェスティバル実行委員会補助金交付要綱 5,508千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう
所沢市最大級のイベントである市民フェスティ
バルは、実行委員会の運営により、来場者や出
展者の心のふれあいやコミュニティの醸成を図
るための場の提供により、所沢市の様々な魅力
を発信する参加型イベントとして開催してい
る。市は、その開催支援として運営費の一部を
補助金として交付するとともに、実行委員会の
事務局となり、事業の円滑な推進を図ってい
る。それにより、市の関係部署、関係団体が多
数参加するイベントとして、他に類を見ない事
業に発展した。

会年職
員等

1人

実績 15万人 30万人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①31名

②416団体

③27万人
　１日目：13万人
　2日目：14万人

R5目標 R5実績 市民フェスティバルは、多数の団体が
参加する市内最大級のイベントである
が、人件費の上昇や物価の高騰により
財政的な課題を抱えている。
事業継続のため、積み重ねてきたイベ
ントの魅力を残しつつ、収入の確保、
支出の削減について検討していく必要
がある。これらの解決に向け、実行委
員会で検討を行っていく。

R5その他職員従
事割合

20万人 27万人
・プラスチックごみ削減の
ため、販売・頒布時のプラ
容器・スプーン・フォー
ク・レジ袋などの使用を禁
止した。
・市内の学校・団体に当日
ボランティアの協力を得
た。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

会場内の仮設物の設営・会場
内外の車両誘導や夜間警備・
ごみやし尿の収集・運搬につ
いては業務委託を行なった。
また、遺失物の対応や出店者
の火気取り扱いに関する査察
などの運営について警察・消
防などに協力を得た。これら
により来場者の安全確保に努
めた結果、2日間で27万人の来
場者を迎え、盛況のうちに終
えることができた。

R5年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
自治事務 5,255千円

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

来場者数

市民フェスティバルは、市民の心のふれあい
や連帯感を高めること、所沢の魅力を発信す
ることを目的としている。指標は過去の開催
の来場者数をもとに算出している。

当日の運営や翌日の清掃活動、チラシ
のデザインなどについて、秋草学園短
期大学、クラーク記念国際高等学校、
わせがく夢育高等学校、所沢中央高等
学校、所沢市少年サッカー連盟など市
内の高校・大学・団体と連携し、イベ
ントを実施した。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S55 20万人

112
市民
部

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

-

所沢市民フェス
ティバル開催支援
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

9,618千円

R5予算現額

8,869千円

R4正規職員人件
費

1.23 人

9,842千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.10 人 評価者

～ 8,889千円
地域づくり推進課長　秋山
薫

R4予算現額

111,925千円

R5予算現額

118,556千円

R4正規職員人件
費

1.53 人

12,243千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.53 人 評価者

～ 12,364千円
地域福祉センター長
　細田　和彦

R4予算現額

80,000千円

R5予算現額

80,000千円

R4正規職員人件
費

0.20 人

1,600千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,616千円
地域福祉センター長
　細田　和彦

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S43 100.0%

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施など
を行うことにより、地域福祉の推進を図ること
を目的として設立された社会福祉協議会の運営
及び事業の推進を図るため。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 98.2%

一部の団体において、コロナ禍で活動休止し
た期間に高齢化率が進み、再開の目途が立っ
ていない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①25人

②2,145件

③67.8%

R5目標 R5実績

社会福祉協議会の各種事業は、地域福
祉の推進に欠かせないものである。そ
のため財政基盤の充実が必要であり、
毎年市と社協の対話の場を設けて状況
や課題の共有をし、適切な補助金交付
に向けた調整を行う。

R5その他職員従
事割合

100.0% 91.8%

B

ところWITHプランの目標値に
対する達成率の平均値は、前
年より実績値が低下したが、
依然として高い値となってい
る。
CSWの活動については、アウト
リーチの実施や制度のはざま
で公的支援につながらない世
帯への支援等、地域福祉の推
進において重要な取り組みと
いえる。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

優先 自治事務 80,000千円

①年度当初補助対象職員

②CSWによる総合的福祉相談
支援件数

③補助率（決算額）

社会福祉協議会の地域福祉活動計画In所沢
（ところWITHプラン）の具体的な取り組みの
R5目標値に対する達成率の平均値

具体的な取り組みの達成率（現状値÷目標値）の
平均値

相談支援体制の強化や、災害ボラン
ティアセンター実地訓練の実施、情報
発信の強化等を優先事項とし、「福祉
のまちづくり」を推進すべく各種事業
を展開した。

所沢市社会福祉協
議会補助金交付事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

80,000千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

122
福祉
部

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

省エネを意識しつつ適切な
維持管理・運営を行い、持
続可能な環境配慮を行っ
た。

期間
会年職
員等

0.6人

R6目標

H28 163,246人

16 平和と公正をすべて
の人に

　平成29年1月から供用を開始した当施設につい
て、利用者の利便性・安全性に配慮した維持管
理及び運営を実施するものとして、日常におけ
る清掃保守・設備点検・設備警備・貸出施設の
管理運営、事業実施に伴う備品等の購入を行
う。

会年職
員等

0.4人

実績 121,000人 137,453人

令和5年5月下旬に新型コロナウイルス感染症
にかかる各種利用制限を全廃したものの、利
用控えの影響が残ったためか目標値に届かな
かったもの。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①157,933人

R5目標 R5実績

開館から7年を経過し館内の設備等の更
新時期を迎えており、故障等への備え
として適切な時期に修繕等を行う必要
が生じている。

R5その他職員従
事割合

160,020人 157,933人

B

新型コロナウイルス感染症の
影響が残るものの、利用者の
利便性・安全性に配慮すると
ともに未来館の魅力向上を意
識した管理運営を行った。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
自治事務 103,824千円

①こどもと福祉の未来館利
用者数

こどもと福祉の未来館利用者数

利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理及び
事業の実施が利用者数につながり、地域福祉活動
の活性化に反映されるため、地域福祉の拠点とし
て設置された当館の目標指標とするもの。

思いやり駐車場として5区画を新設し、
歩行困難者等の来館時の利便性の向
上、併せて、福祉的な意識向上への貢
献を行うことができた。

こどもと福祉の未
来館管理運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

102,357千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

121
福祉
部

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

社協の安定的な運営を支援
した。地域福祉活動の活性
化を図ったほか、地域にお
ける生活課題の解決等に寄
与した。

期間
会年職
員等

2人

R6目標

H21 3,670 人

17 パートナーシップで
目標を達成しよう市民による自主的で公益性のある活動を支援、

促進する。主な活動は①ミーティングコー
ナー・印刷機等の貸出やパンフレット等の配架
による情報提供による登録団体の支援②市民活
動支援講座、登録団体との協働による事業の実
施及び地縁型コミュニティとテーマ型コミュニ
ティとの連携に向けた環境整備の促進③市民活
動総合補償制度により市民の公益的な活動等に
おける事故を補償④アダプト・プログラム制度
の周知・啓発⑤市ホームページ、市民活動支援
システム、季刊誌を通じて情報提供や周知・啓
発

会年職
員等

2人

実績 3,610 人 2,578 人

コロナ以降、支援センターを拠点として活動
してきた登録団体が、高齢化により活動を停
止したり、動きが不活発になっているところ
が生じている。こどもと福祉の未来館へ移動
した団体などもあり、以前の利用人数まで回
復していない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,286人

②1,066人

③114人

R5目標 R5実績
市民活動支援センターのミーティング
コーナーの活用や印刷機の利用など、
積極的に呼びかけたい。また、講座で
は新たに市民活動をスタートする人を
支援できるような内容を開催し、所沢
の市民活動が広がるような働きかけを
引き続き行っていく。

R5その他職員従
事割合

3,640 人 2,466 人

B

優先 自治事務 8,740千円
市民活動支援センターの利
用者数
①ミーティングルーム等の
設備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

市民活動支援センターの利用者数
市民活動の支援、促進を図ることが事業目的
であることから、市民活動支援センターの利
用者数を指標とした。

市民活動支援センターまつりを「市民活動
フェスタ2023」に、市民活動見本市を「市
民活動フェア」に名称変更し、市民活動によ
り親しみを持っていただけるよう工夫した。
また、市民活動フェスタ2023については、
当センターのホームページだけでなく、まち
づくりセンターのInstagramや商業観光課の
X、広報課のFacebookなども活用して、より
幅広く情報周知を行った。

市民活動支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活動総合補
償制度取扱要綱ほか

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

8,485千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

目標値は達成できなかった
が、市民活動団体からのアイ
デアを受け、２大イベント
（市民活動支援センターまつ
り、市民活動見本市）の名称
を変更し、市民活動により親
しみを持っていただけるよ
う、配慮した。
また、令和5年度中に市民活動
支援センターに新たに登録し
た団体は9団体で、コロナ以降
最高の伸びとなった。さら
に、全体でも令和6年3月末時
点で156団体となり、過去最高
の登録団体数となった。
このような登録団体の変化も
あり、イベントでは新たな市
民活動の魅力を発信できた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

連絡会議や交流会、各種
イベントで各団体の交流
を深めてもらったこと
で、団体間でコラボした
活動が行われた。

113
市民
部

地域
づく
り推
進課



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

411,214千円

R5予算現額

134,814千円

R4正規職員人件
費

3.02 人

24,166千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.99 人 評価者

～ 16,081千円 生活福祉課長　木下　浩一

R4予算現額

9,957千円

R5予算現額

10,102千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.59 人 評価者

～ 4,768千円
地域福祉センター長
　細田　和彦

R4予算現額

1,909千円

R5予算現額

1,327千円

R4正規職員人件
費

1.30 人

10,403千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.12 人 評価者

～ 9,051千円 障害福祉課長　一色　義直

障害の理解を広めることを
通じて、障害のある人も無
い人も、誰もが住み続けら
れるまちづくりに貢献し
た。

期間
会年職
員等

0.00 人

R6目標

H30 5回

11 住み続けられるまち
づくりを

「所沢市障害のある人もない人も共に生きる社
会づくり条例」に基づき、社会的障壁の除去の
推進を図るための総合的な取組として本事業を
実施する。
・出前講座、庁内研修の実施
・あっせん調整委員会の設置
・社会的障壁の除去推進事業補助金
・文化芸術活動ワークショップの開催

会年職
員等

0.00 人

実績 5回 17回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13回

②4回

R5目標 R5実績

障害の理解を広めるため、引き続き出
前講座や庁内研修等に取り組んでい
く。加えて、若者や事業主向けのワー
クショップ等を通じて、講座に参加す
る機会の少ない市民に対しても、周知
啓発する機会を確保していく。

R5その他職員従
事割合

5回 13回

A

目標値を上回った。
出前講座に参加した市民へ障
害の理解や合理的配慮につい
て学ぶ機会を確保することが
できた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 741千円

①出前講座の開催回数

②庁内研修の開催回数

出前講座の開催回数

条例に基づく社会づくりをすすめるためには、市
民の障害理解を促進することが不可欠であり、有
力な手段のひとつが出前講座である。市民の要望
に応じて行う事業ではあるが、一定数の機会が確
保されているか確認する必要があると考えるため
指標に設定している。

狭山ヶ丘商店街に出向き、商店主等に
対して、スロープ設置など補助金活用
等の周知を行った。また、商工会議所
等に協力を依頼し、差別解消法の改正
にあわせて、市内の事業主向けに法令
改正、共生条例や補助金活用等につい
て周知啓発を行った。

所沢市障害のある
人もない人も共に
生きる社会づくり
条例推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をな

くそう所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例
外

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

338千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

131
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H26 100.0%

16 平和と公正をすべて
の人に

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、
所沢市成年後見制度推進検討委員会の意見をう
かがいながら、法人後見活動開始の支援や、市
民後見人養成に関する事業を実施する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 90.0%

目標値未達成ながら、R4実績（90.0％）から
上昇しており、アンケートの意見でも「わか
りやすかった」「制度への理解がより高まっ
た」など評価が高かった。一方で、「質疑応
答の時間が短かった」との意見もあり、疑問
点を解消するに十分な時間が確保できなかっ
たと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29人

②27人

③28人

R5目標 R5実績 講演会アンケートからも成年後見制度の認知
度は高まってきていることが見受けられる。
引き続き制度の周知啓発に努めていくととも
に、「事前に備える」ことを主旨にした講演
会等も開催していく。また、制度の認知度が
高まるにつれて、福祉関係者のより一層の制
度理解が不可欠であることから、関係者向け
の研修会を行いつつ、地域連携ネットワーク
の運営を引き続き進めていく必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 96.5%

B

成年後見制度利用促進法及び
国の利用促進計画により、市
町村はより一層の周知・啓発
活動に力を注ぐことが求めら
れている。
成年後見制度への関心が高
まってきており、昨年度と比
較し大幅に参加者が増加して
いる。参加者の満足度も高
く、引き続き制度の周知啓発
のための取組みを努めてい
く。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

優先 自治事務 9,943千円
①周知啓発講演会参加者数

②　　　〃　　　参加者理
解者数

③　　　〃　　　参加者満
足者数

講演会参加者の理解度
研修会参加者アンケートにおいて、概ね半分以上
理解できたという人÷回収数×100

成年後見制度の周知啓発は元より、権
利擁護支援の一環として、制度利用に
至る前の備えや将来について考える一
助になる「エンディングノート」を作
成した。

成年後見制度推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をな

くそう精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条の11の3、
障害者総合支援法77条

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

9,981千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

123
福祉
部

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

適切な社会保護制度及び対
策の実施

無償かつ質の高い中等教育
の補助

期間
会年職
員等

2人

R6目標

H27 100.0%

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るた
め、生活困窮者に対し次の支援を行う。
○自立相談支援事業
○住居確保給付金
○学習支援事業
〇家計改善支援事業
〇一時生活支援事業
〇就労準備支援事業

会年職
員等

2人

実績 100.0% 84.4%

新型コロナウイルス感染症流行による経済雇
用状況悪化に対応した生活福祉資金特例貸付
制度や、住居確保給付金の要件緩和が終了し
たことに伴い、相談者が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①　8,984

②　379

R5目標 R5実績 生活福祉資金特例貸付制度終了により即
効性のある支援がなくなったため、就労
支援と家計改善支援事業だけでは自立に
つながらない世帯が顕在化した。今後も
各自立促進支援事業を充実させ、生活困
窮者に対し、より丁寧な対応による自立
支援の強化を図る。また、生活困窮者の
状況に応じて生活保護につなげるなど、
適切な実施に努める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 69.2%

B

新型コロナウイルス感染症は
第5類に移行したが、生活再建
に時間を要する世帯は依然と
して多数存在しているため、
生活困窮者に対し、その就労
の状況、心身の状況、地域社
会からの孤立の状況など様々
な状況又はそれらの複合的な
状況に応じて、所沢市社会福
祉協議会と連携しながら、生
活困窮者自立促進支援事業を
実施した。また、生活困窮者
の状況に応じて生活保護につ
なげるなど、生活保護制度を
適切に実施し、生活困窮世帯
の自立を支援した。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

最優先 自治事務 353,494千円

①自立相談支援事業延べ相
談件数

②学習支援事業延べ参加者
数

相談件数、学習支援事業参加者数増加率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数＋学
習支援事業延べ参加者数）÷昨年度（自立相
談支援事業延べ相談件数＋学習支援事業延べ
参加者数）

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けることに
より、生活保護に至る前に様々な相談支援を行い
生活困窮者の自立促進を支援することが目的と
なっていることから、目標は相談件数、学習支援
事業参加者数の増加とする。

生活福祉資金特例貸付制度の終了に伴
い、家計改善支援事業による主な支援
方法が貸付のあっせんから償還に伴う
家計管理に関する支援へ移行となった
世帯が増加したため、自立相談支援事
業についても、貸付等借金に頼らざる
を得ない状況から自立するための相談
支援等を丁寧に実施した。

生活困窮者自立促
進支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
生活困窮者自立支援法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

122,513千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

123
福祉
部

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

制度の必要な方が必要な時
に利用できるよう、周知啓
発、制度の利用支援等を進
めている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

92,738千円

R5予算現額

93,849千円

R4正規職員人件
費

1.48 人

11,843千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.42 人 評価者

～ 11,475千円 障害福祉課長　一色　義直

R4予算現額

283,890千円

R5予算現額

293,970千円

R4正規職員人件
費

2.12 人

16,964千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.18 人 評価者

～ 17,617千円 障害福祉課長　一色　義直

R4予算現額

485,640千円

R5予算現額

485,712千円

R4正規職員人件
費

1.13 人

9,042千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.12 人 評価者

～ 9,051千円 障害福祉課長　一色　義直

期間
会年職
員等

0.00 人

R6目標

S49 65.0%

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生
活の促進を図る。障害程度に応じ、月額4,000円
～9,000円の手当を支給する。所得（住民税の課
税・非課税により判断）による支給制限があ
る。

会年職
員等

0.00 人

実績 65.0% 74.6%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20,945件

R5目標 R5実績

十分な周知を行うと共に、効率的な事
務執行に努めるなど、継続して取り組
んでいく。

R5その他職員従
事割合

65.0% 72.8%

A

目標値は上回った。
対象者のうち、制度利用の意
向がある方に対して、おおむ
ね制度利用のご案内ができて
いるものと捉えている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 446,103千円

①手当支給件数

認定率

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100

（認定者数：令和6年3月末6,617人）
（対象等級手帳所持者数：令和6年3月末9,087
人）

制度の対象者の中で、利用意向のある方が利用で
きるよう、適切な周知等の利用環境を確保する。

こころの健康支援室にて配布している
「福祉サービス等のご案内」の内容を
見直し、精神障害者保健福祉手帳の交
付を受ける対象者に対して、より分か
りやすく手当を周知できるよう改善を
行った。

重度心身障害福祉
手当事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市重度心身障害福祉手当支給条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

443,875千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害者の自立した生活を
支援することができた。

期間
会年職
員等

0.17 人

R6目標

H18 100.0%

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施
する。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎
通支援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

会年職
員等

0.17 人

実績 100.0% 101.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①16,713件

②868回

③209人

R5目標 R5実績

法改正の動向を注視しながら地域の特
性や利用者の状況に応じた事業の適正
な実施を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 109.6%

A

目標値は上回った。
様々な事業が含まれるが、総
体としては、前年度以上の規
模で実施できたことから、利
用者の様々なニーズに対応で
きていると評価する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 263,010千円

①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

地域生活支援事業の対象事業に係る実績（決
算）額
当該年度の実績額÷前年度の実績額×100

制度に含まれる様々な事業の総体としての評価を
行う観点から、事業合計の実績額に着目し、前年
度と比較し同等以上の規模で実施できたかを確認
する。

成年後見制度利用支援について、部内
で要綱の見直しを行い、様々な理由に
より困難に直面している方を各機関が
有機的に連携して支援できるよう制度
を改めた。

地域生活支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

288,362千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

132
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害者の自立した生活を
促進することができた。

期間
会年職
員等

1.13 人

R6目標

S51 80.0%

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負
担の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソ
リン費を補助する。
〇タクシー使用料：利用者が使用したタクシー
券を基にタクシー事業者より申請を受け、乗車
料金分と手数料（1乗車につき100円）を支払
う。
〇ガソリン費：月額上限3,000円又は1,500円を
支払う。

会年職
員等

1.13 人

実績 80.0% 80.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,458人

②2,271人

R5目標 R5実績

引き続き、制度利用の意向がある方に
対して適切に周知を行う。また、デジ
タル化などを通じて、事務効率の向上
を目指す。

R5その他職員従
事割合

80.0% 80.1%

A

目標値は上回った。
対象者のうち、制度利用の意
向がある方に対して、おおむ
ね制度利用のご案内ができて
いるものと捉えている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 61,393千円

①タクシー使用料金補助認
定者数

②ガソリン費補助制度認定
者数

対象者に占める認定者の割合
認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：令和6年3月末5,901人）

制度の対象者の中で、利用意向のある方が利用で
きるよう、適切な周知等の利用環境を確保する。

タクシー等使用料金補助制度につい
て、1回乗車あたり補助券1枚の利用と
していたものを2枚まで利用可能へと改
善した。

外出援助事業（タ
クシー・ガソリン
費補助）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりをタクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者等自動車
ガソリン費補助要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

66,844千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

132
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害者の移動の支援をす
ることにより、健康と福
祉の増進に寄与すること
ができた。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

5,362,312千円

R5予算現額

5,708,712千円

R4正規職員人件
費

3.44 人

27,527千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

3.65 人 評価者

～ 29,496千円 障害福祉課長　一色　義直

R4予算現額

8,544千円

R5予算現額

9,079千円

R4正規職員人件
費

0.34 人

2,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円 障害福祉課長　一色　義直

R4予算現額

248,631千円

R5予算現額

256,970千円

R4正規職員人件
費

0.47 人

3,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 障害福祉課長　一色　義直

障害者の社会との関わりを
促進することができた。

期間
会年職
員等

0.00 人

R6目標

H8 90.0%

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主と
して昼間において、入浴、排せつ又は食事の介
護及び創作的活動又は生産活動の機会の提供等
を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会
の提供を通じて、その知識及び能力の向上のた
めに必要な訓練を行う。

会年職
員等

0.00 人

実績 90.0% 87.4%

利用登録者と実利用者の数に乖離があるが、
市立施設の利用者には障害が重い方も多く登
録しており、定期的な利用が見込めない方が
多くいるため利用者数が減少してしまう場合
がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①204人

R5目標 R5実績

施設等の老朽化が進んでおり、緊急修
繕対応が増加している。関係部署と連
携し速やかに対応できるよう努める。
また、市立施設としての役割につい
て、改めて地域で共有するための対話
を始める。

R5その他職員従
事割合

90.0% 84.9%

A

目標値を下回った。
利用者の社会参加と自立に向
けた支援を行うとともに、市
立施設として様々な方を支援
し、社会参加に向けた役割を
果たすことができた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 241,835千円

①施設利用者数

障害者通所施設の利用率（施設定員÷1日の利
用者数）×100

市立の通所施設については、指定管理者の業務仕
様書上で利用者の受入れにあたり1日の利用者数が
施設定員の9割を超えるよう努めることとしてお
り、当該割合を目標として設定したものである。

指定管理者指定更新に合わせ、施設の
実情に合わせ、仕様の見直しなどを
行った。

市立障害者通所施
設運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市立障害者通所施設条例　外

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

242,901千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.00 人

R6目標

H5 100.0%

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定
先：社会福祉法人藤の実会）により運営。知的
障害者の自立心の向上や地域生活の支援を図る
ことを目的に実施している。

会年職
員等

0.00 人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①7人

②107日

R5目標 R5実績

本入居については満室状態を継続でき
るよう引き続き事業を進めていく。ま
た、体験入居についてはより多くの方
に利用していただくなど、効果的な事
業実施に努める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A

目標値を上回った。
本入居については満室状態が
続いている。
別途、体験入居の居室を確保
し、効果的な事業実施を目指
し取組みを行っている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 8,544千円

①施設利用者数

②延べ体験泊数

施設定員数に対する利用者の割合

利用者数÷定員数×100
利用状況について、定員数等の物理的な前提条件
と比較して適正な水準にあるかを確認する。

体験入居事業を、より効果的に利用し
てもらえるよう、指定管理者指定更新
に合わせ、仕様の見直しなどを行っ
た。

市立グループホー
ム運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市障害者グループホーム条例　外

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

8,966千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害者の日常生活の支援を
することにより福祉の増進
に寄与することができた。

期間
会年職
員等

1.11 人

R6目標

H18 85.0%

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介
護者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービス
が利用できるよう、個別に支給決定を行う。
サービス内容は、介護給付（居宅介護、生活介
護、施設入所支援等）や訓練等給付（自立訓
練、就労移行支援、共同生活援助等）及び計画
等相談支援などに分けられている。

会年職
員等

1.11 人

実績 85.0% 88.9%

必要な方に支援が行き渡るよう、支給決定を
広めに行ったことによる。数値としては未達
であるが、目標値に近い数値であることか
ら、適切な水準にあるものと捉えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10,344

②8,628

R5目標 R5実績

対象者の増加に伴う支出増は市財政に
与える影響が大きいが、法に基づく事
業であり、支援を必要とする障害者等
には、引き続き適正なサービスを提供
するように努める。

R5その他職員従
事割合

85.0% 83.4%

A

目標値は下回っているが、支
給額全体は増加しており、必
要な方への利用につながって
いると考える。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 法定受託事務 5,148,767千円

①支給決定者数

②利用者数

利用率

障害福祉サービス利用者数÷支給決定者数×
100

制度の対象者の中で、利用意向のある方が利用で
きるよう、適切な周知等の利用環境を確保する。 サービス提供事業所に対して、対象者

のニーズ等に基づいて、柔軟にサービ
スを提供するよう周知を図った。

障害福祉サービス
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

5,564,294千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害者の自立心の向上及び
地域生活の支援を図ること
ができた。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

8,202千円

R5予算現額

8,202千円

R4正規職員人件
費

0.28 人

2,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.37 人 評価者

～ 2,990千円 障害福祉課長　一色　義直

R4予算現額

44,550千円

R5予算現額

44,550千円

R4正規職員人件
費

0.44 人

3,521千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.61 人 評価者

～ 4,929千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

14,453千円

R5予算現額

17,359千円

R4正規職員人件
費

0.51 人

4,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.49 人 評価者

～ 3,960千円 高齢者支援課長　溝井　光正

重篤な精神障害者が地域
で孤立することなく社会
参加ができるようにな
る。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27 90人

重篤な精神障害者が、住み慣れた地域で生活を
維持・継続させるために、医療・保健・福祉か
らなる多職種チームを設置し、対象者及びその
家族への訪問・相談対応及び電話による24時間
対応の支援を行なうとともに、当事者支援に必
要な経験専門家（ピアサポーター）の養成を実
施するものである。

会年職
員等

0人

実績 90人 92人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①93人

②訪問2,560件
　来所  577件
　電話4,939件
　合計8,076件

③12回開催99人

R5目標 R5実績 今後も思春期・若年成人層の対象者の
増加が予測されるが、本人だけではな
く、家族全体へのかかわりや学校等を
含めた環境調整が必要となっている。
メリデン版家族訪問支援の手法を取り
入れ、同じ世帯に複数の支援対象者が
いるなどの複雑な事例にも取り組みを
進める。

R5その他職員従
事割合

90人 93人

S

緊急性が高く継続的な支援を
必要とする事例に対して、精
神疾患の再発や再入院を予防
し、健康的で安定した地域生
活が営めるように、関係機関
と連携を図りながら細やかな
支援を実施した。
また、国内外の学会等におい
て当事業の実践報告を行って
おり、精神障害者へのアウト
リーチ活動の普及とネット
ワークづくりに向けた取り組
みにも注力している。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 44,550千円 ①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援
件数

③経験専門家のつどいの開
催回数と参加人数

支援対象者数
重篤な精神障害者への専門的な支援を実施す
るため、従事者1人あたりの支援対象者数を15
人から20人としている。

思春期・若年成人層の支援対象者が増
加傾向にあるため、医療機関や学校な
ど教育分野との連携に取り組んだ。
また対象者の家族が支援を必要とする
場合には、支援につなぐなどの働きか
けを行い、関係機関との連携を意識し
て取り組んだ。

精神障害者アウト
リーチ支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

44,550千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.00 人

R6目標

R2 4回

障害者の地域移行を進めるとともに、障害者の
重度化・高齢化や「親亡き後」に備え、地域で
安心して暮らせるように、生活を地域全体で支
える体制を整備する事業。

会年職
員等

0.00 人

実績 1回 4回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4回

R5目標 R5実績

「体験の機会・場」の整備に向け、議
論を行っている。関係機関等との連携
が必須であるため、地道に検討を続け
ていく。

R5その他職員従
事割合

1回 4回

A

目標値を上回った。
障害者が地域で安心して暮ら
していくために、地域生活支
援拠点会議にて協議を行い、
事業の改善検討や情報共有を
行った。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 8,018千円

①地域生活支援拠点会議
開催回数

地域生活支援拠点会議　会議開催回数
地域課題の抽出及び解決策を検討する、地域生活
支援拠点会議を目標値に設定 緊急短期入所のフローを整備し、時系

列に沿って、市のケースワーカーや相
談支援事業所の役割を明確化した。

地域生活支援拠点
整備推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

7,921千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

133
福祉
部

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害のある人の親亡き後に
備え、生活の体験の機会を
提供することや、いざとい
うときも安心できる体制づ
くりを進められた。

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

①4,179人

②1,881人

③60人

R5目標 R5実績

目標設定の考え方・根拠

A

今年度より市から祝品を送付
することとなり、市内対象者
に対して、予定どおり問題な
く配付することができたた
め。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 12,881千円

①市祝品贈呈人数（77歳）

②市祝品贈呈人数（88歳）

③市祝品贈呈人数（100歳）

市敬老祝品購入個数に対する贈呈率
長年にわたり社会に貢献してきた高齢者の長寿を
祝うため記念品を贈呈しているので、できるだけ
多くの対象者に記念品を届ける。

令和４年度所沢市敬老会行事検討委員
会において、全地区統一の敬老会式典
を終了することが決議されたことに伴
い、これまで各地区において敬老会な
どの機会を通じて贈呈していた７７歳
への祝品については、市から配送する
こととなった。

敬老祝品贈呈事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
老人福祉法 13,384千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者の長寿
を祝うため、当該年度中に７７歳、８８歳、１
００歳に到達する高齢者へ市から記念品の贈呈
を行う。
１００歳については、市記念品のほかに国から
賞状（内閣総理大臣名）・銀杯の贈呈があり、
希望者については市長等の表敬訪問も実施す
る。
なお、７７歳・８８歳については、市記念品を
自宅等へ配送する。

会年職
員等

0.2人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

これまでの敬老祝品は、市特産品とし
てお茶を贈呈しているが、内容につい
て検討をしていく。また、高齢者人口
の増加に伴い、対象者も増加していく
ことから、表敬訪問、配送の方法等を
検討していく。

R5その他職員従
事割合

98.0% 98.9%
長年にわたり社会に貢献し
てきた高齢者の長寿を祝う
ことで、自らの生活の向上
に努める意欲を促した。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

S49 98.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

741千円

R5予算現額

352千円

R4正規職員人件
費

0.26 人

2,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.18 人 評価者

～ 1,455千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

586千円

R5予算現額

378千円

R4正規職員人件
費

0.58 人

4,641千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,667千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

269,149千円

R5予算現額

326,592千円

R4正規職員人件
費

4.31 人

34,489千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

4.74 人 評価者

～ 38,304千円 高齢者支援課長　溝井　光正

期間
会年職
員等

11.1人

R6目標

S56 352,000人

地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の
向上、介護予防の推進のため、レクリエーショ
ンの場を提供し、また、高齢者からの相談に応
じ適切な援助を行う。

会年職
員等

11人

実績 350,000人 160,346人

感染症予防の観点から、施設の利用制限の一
部を継続しており、目標数の達成とはならな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①　75,087人

②  90,047人

R5目標 R5実績

感染症予防の観点から、浴場、会食等
施設の利用制限の一部を継続してお
り、新たな運営方法を検討する。

R5その他職員従
事割合

351,000人 165,134人

B

感染症の拡大以前の利用者数
には戻ってはいないが増加傾
向にある。今年度について
は、とみおか荘の空調設備改
修工事があり閉館での実施と
なったことから、団体利用者
数は減少となり、目標に到達
しなかったため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 258,476千円

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

延利用者数（個人利用者数＋団体利用者数）
高齢者の趣味や教養の向上、健康増進の拠点（居
場所）となることが事業の目的となるため、個
人、団体の延べ利用者数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症が５類に移
行したことに伴い、呼気を伴うカラオ
ケなどの活動制限を緩和したことによ
り、利用者数の増加につながった。

老人福祉センター
等運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所沢市立老
人憩の家設置及び管理条例、老人福祉法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

312,796千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

講座を通じて地域の担い手
としての能力や地域活動に
関する情報の獲得と仲間づ
くりを通じて心身の健康を
養う。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

S52 90.0%

これまで開催していた高齢者大学では、高齢者
の学習機会の提供と生きがいづくりを目的とし
ていたが、知識や経験を活かした地域の担い手
を増やす取り組みとして地域の担い手養成講座
（シニア・アカデミー）へと変更した。
地域活動への理解を深める講座や地域での活動
団体との交流会を提供することで、地域の担い
手としての意識を高め、具体的な活動へ踏み出
すための支援を行う。

会年職
員等

0.05人

実績 90.0% 70.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27人

②26人

R5目標 R5実績

前年度に比べて申込者が減少している
ので、募集段階での広報、周知方法を
見直し実施していく。

R5その他職員従
事割合

90.0% 95.6%

A

前年度より参加人数は減少し
たものの、講座内容を実際の
地域活動につながることを強
く意識したものにアップデー
トした結果、受講者の満足度
も高くなり、目標に到達した
ため。また実際に民生委員と
して活動をはじめた受講者も
おり、不足する地域の担い手
の育成事業として今後も受講
内容等の充実に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 202千円

①入学者数

②修了者数

受講生の達成率（終了アンケート）
※講座を通し今後につながる地域活動を「見
つけることができた」または「見つける方法
がわかった」と回答した受講生の割合

講座を履修することで、受講生を地域の担い
手として養成することが目標であるため、そ
のために有意義な講座であったかを指標とし
ている。

地域包括支援センターや生活支援コー
ディネーターの協力を得て、活動団体
の見学、グループワーク等を実施し
た。受講生がより具体的に地域活動を
イメージし、地域活動へつなげるきっ
かけとすることができた。

所沢シニア・アカ
デミー開催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
ー

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

138千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域の高齢者の見守り機関
として、日常的で文化的な
生活に寄与している。

期間
会年職
員等

0.2人

R6目標

S51 1,000人

スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深
めることにより、生きがいを高めて健康増進を
図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

会年職
員等

0.2人

実績 1,500人 193人

新型コロナウイルス感染症の影響や参加者の
高齢化によりスポーツ大会が中止となり、目
標値を下回った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①－

②71人

③137人

R5目標 R5実績

参加者の更なる高齢化や健康面での配
慮を重視し、各種大会の開催について
（規模・内容等）検討していく。

R5その他職員従
事割合

1,000人 215人

B

予定していた大会が実施でき
ず、目標数に到達できなかっ
たため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 506千円

①スポーツ大会参加者

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

総参加者数
生きがいや心身の健康の向上を目指して、多くの
高齢者に参加してもらうことを指標としている。 囲碁将棋大会・演芸大会については、

感染症対策を重視した開催規模や運営
方法を実施した。

高齢者スポーツ大
会等開催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
各種大会等開催要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

132千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

スポーツ、文化交流等を通
じて相互の親睦を深め、生
きがいや健康増進を図る。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

12,090千円

R5予算現額

13,128千円

R4正規職員人件
費

0.66 人

5,281千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

6,608千円

R5予算現額

6,473千円

R4正規職員人件
費

1.36 人

10,883千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.98 人 評価者

～ 7,919千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

6,446千円

R5予算現額

6,947千円

R4正規職員人件
費

2.19 人

17,524千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.39 人 評価者

～ 11,233千円
国民健康保険課長　石川　純
也

事業を行うことで後期高齢
者の健康づくりに寄与し
た。

期間
会年職
員等

2人

R6目標

R3 介入率80％

後期高齢者が抱えるフレイル（加齢に伴う虚
弱）や認知症等の進行、社会的なつながりの低
下といった課題に対応するため、保険者である
埼玉県後期高齢者医療広域連合との連携の下、
後期高齢者の保健事業と国民健康保険保健事業
及び介護保険の地域支援事業を一体的に実施す
る。

会年職
員等

2人

実績 介入率80％
健康状態不明者　85％
高血圧未治療者　76.8％

R4の実績よりR5年の介入率は上がったが、目
標値には至らず。介入率の目標値を高く設定
してしすぎている可能性がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 117人

② 109人

③ 337人

④ 265人

R5目標 R5実績

被保険者の増加に伴い、対象者も増え
てきていることから、支援方法の変
更・追加することでより効率的・効果
的な介入を目指していく。

R5その他職員従
事割合

介入率90％
健康状態不明者 　93.2％
高血圧未治療者　 78.6％

B

対象者の増加に伴い、介入方
法を増やすなど支援を充実さ
せたが、目標の達成には至ら
なかった。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 5,950千円 ①ハイリスクアプローチ対

象者数（健康状態不明者）
②介入した人数（健康状態
不明者）
③ハイリスクアプローチ対
象者数（高血圧未治療者）
④介入した人数（高血圧未
治療者）

対象者への介入率（②/①、④/③）
ハイリスクアプローチの対象者にはできるだけ多
く介入することを目的に介入率を指標とした。

健康状態不明者への介入する機会を増
やすため、不在者には電話での聞き取
りや訪問回数を増やすなど支援方法を
充実させた。

保健事業と介護予
防の一体的実施事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法、介護
保険法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

6,044千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.6人

R6目標

H13 42団体

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じ
こもり・寝たきり・認知症にならないよう支援
するために活動している地域のボランティア団
体に助成金を支給する。
市及び地域包括支援センターと連携して高齢者
の介護予防を図るとともに、高齢者の地域との
関わりを支援する。

会年職
員等

0.3人

実績 44団体 42団体

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①42団体

②861人

R5目標 R5実績

活動状況や問題点の把握を目的に、活
動視察を１５団体程度実施。
全団体の問題点や活動状況を把握し、
休止・解散を防ぐ。

R5その他職員従
事割合

42団体 42団体

A

成果指標の目標値を達成して
いるため。今後も高齢者数及
び独居高齢者の増加も課題と
なっていることから、地域の
身近な通いの場として、引き
続き同制度の普及啓発を行
い、必要な人にサービスが適
切に提供できるよう努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 5,258千円

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体数

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれること
から、地域の中に「高齢者の居場所」を作ること
により、参加する高齢者の介護予防や認知症予
防、閉じこもり予防の効果が期待できる。そのた
め、団体数を目標値としている。

かねてより指摘されている「活動報告
等の書類の複雑さ」に対し、個別相談
の機会を設けた。活動の質を向上する
ため、令和６年度から助成金の用途毎
の割合制限を緩和することとし周知し
た。
新規団体設立を促すため、市のホーム
ページに新規団体設立用のページを作
成し公開した。

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

5,094千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

介護予防の普及啓発に資す
ることができた。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

H27 70.0%

高齢者の自立した生活を続けていくことに対す
る意欲を高め、より自発的な取組を推進するた
め、自宅で気軽にできる介護予防に関する情報
や地域の介護予防教室等について普及啓発を行
う。
「認知症アンケート（健幸のための「元気アッ
プ大調査」）」を実施し、介護予防や認知症予
防に関する正しい知識の普及啓発を行うととも
に、社会参加のきっかけづくりを行う。

会年職
員等

0.3人

実績 70.0% 57.6%

回答者には、自身の介護予防に役立ていただ
くため、分析結果を基にしたアドバイス票を
作成し送付しているが、回答することへのメ
リットについての理解が進んでいないことが
未達成の要因と考えらえる。今後、分かり易
い表現に工夫した案内文としていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①30,381

②16,539

R5目標 R5実績
この事業は指名競争入札で委託事業者
を決定しており、事業者によって内容
に差が生まれやすいため、質の低い事
業者は次年度の指名をしないように精
査している。また、仕様書も、より細
かく作業フローをチェックできるよう
な内容に変更し、事業の質を保つ。

R5その他職員従
事割合

70.0% 54.4%

B

目標未達成のため。
引き続き、アンケート回答率
を上げるため、回答すること
のメリットについて内容を工
夫する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 9,804千円

①アンケート送付数

②アンケート回答数

アンケート回答率

アンケートの回答者にはその分析結果をもと
にアドバイス票を作成・送付することによ
り、自発的な介護予防への取組を促進してい
ることからアンケートの回答率を目標指標と
している。

気温が暑い時期に締め切りを設ける
と、外出機会が減ることにより返信率
も下がることを懸念して、締め切りの
時期を本格的な猛暑になる前の時期に
設定した。

介護予防普及啓発
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

10,061千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

141
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

通いの場を提供することに
より健康の維持、閉じこも
り予防、介護予防につな
がった。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

19,120千円

R5予算現額

19,120千円

R4正規職員人件
費

0.72 人

5,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 6,707千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

18,624千円

R5予算現額

18,407千円

R4正規職員人件
費

1.38 人

11,043千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.97 人 評価者

～ 7,822千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

34,908千円

R5予算現額

29,510千円

R4正規職員人件
費

0.43 人

3,441千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 高齢者支援課長　溝井　光正

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S60 6％以下

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保
し、一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な
生活を維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオ
ペレーターが対応し、必要に応じて消防署に救
急要請を行う。生活反応センサーなどにより、
一定時間動きがない場合もオペレーションセン
ターへ通報される。

会年職
員等

1人

実績 5％以下 6.6%

事業の適正な利用を進めており、誤報の割合
は低下した。しかし、誤報多発者や一時停止
者の現状確認や利用方法の説明が不十分で
あったために目標には届かなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①711台

②19台

R5目標 R5実績

誤報件数を減らし、今後も真にサービ
スが必要な単身高齢者等にサービス提
供を行っていく。

R5その他職員従
事割合

5％以下 6.0%

B

目標未達成のため。
新規受付時には機器操作説明
を丁寧に行い、現利用者に対
しても、誤報の都度、適正利
用を促しており実績は改善傾
向にある。
誤報は消防などにも負荷とな
ることから、引き続き適正な
利用について周知をおこなっ
ていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 27,936千円

①年度末時点での機器の利
用台数

②年度末時点までの機器の
設置台数

誤報率
当該年度の誤報件数÷当該年度の通報総件数
×１００

事業の適正利用を進めており、誤報多発者や一時
停止者への利用方法の確認や本人の状況確認等に
より、不必要な通報を減らしていく。

地域包括支援センターと利用の要件に
ついて共有し、判断に迷う場合は市に
相談をしてもらうことにより、申請時
の調査基準が明確になり、適正な利用
につながった。

所沢市一人暮らし
高齢者等緊急通報
システム事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

23,952千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

認知症になってもできる限
り住み慣れた地域で暮らし
続けることができるよう認
知症施策を推進した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28 29,500人

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み
慣れた地域で暮らし続けることができるような
仕組みの構築を目的とする。具体的には、認知
症の理解を深めるための普及啓発、適時･適切な
医療や介護等を提供するための支援チームの設
置、本人や家族介護者の心身の負担軽減や気持
ちに寄り添う支援を行う。

会年職
員等

0人

実績 30,500人 26,154人

新型コロナウイルス感染症の影響により講座
開催が制限されたことにより、講座への延べ
受講者数を指標とする目標値と実績との乖離
が数年に渡り発生した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27,976人

②12箇所

R5目標 R5実績
県のキャラバン・メイト養成研修が定
員オーバーで受講できなかった人のた
めに、市でも、養成研修を実施する。
また、地域包括支援センター単独やブ
ロックの認知症サポーター養成講座の
予定を把握し、市ホームページやホッ
トメールで周知し参加者増に取組む。

R5その他職員従
事割合

33,000人 27,976人

B

目標未達成のため。
認知症高齢者の増加は、高齢
社会においても大きな課題の
一つであり、引き続き、受講
者数の増加を目指し、認知症
になっても安心して住み慣れ
た地域で暮らすことができよ
う普及啓発を行っていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 17,474千円

①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症サポーター養成講座受講者数（延べ人
数）

認知症の普及啓発を図るうえで認知症サポー
ター養成講座受講者数（延べ人数）を目標値
とした。

認知症サポーター養成講座の講師とな
るキャラバン・メイトで対応可能な人
が少ないことから、活動可能なキャラ
バン・メイトの掘り起こしやスキル
アップを目的として「キャラバン・メ
イト研修・交流会」を実施した。

認知症施策推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

17,692千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

症状の急変の恐れのある持
病を持つ一人暮らしの高齢
者の方へ緊急通報システム
機器を貸与することで、住
み慣れた自宅で安心して過
ごせる環境を作ることがで
きた。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28 6,000件

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住
み続けることができるよう、地域の医療・介護
の資源の把握、医療・介護関係者の情報共有の
支援、医療・介護関係者の研修及び市民への普
及啓発等を実施する。

会年職
員等

0人

実績 3,000件 15,204件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①医療機関・介護施設等へ
のアンケートの実施等

②医療介護連携会議の開催
等

③講演会、在宅療養に係る
パンフレット、ホームペー
ジ等による周知等

R5目標 R5実績

令和6年度から実施予定の、医師による
ACPに係る市民向け講座について、業務
フローを確立し、効果的な普及啓発に
つなげる。

R5その他職員従
事割合

3,000件 6,244件

A

成果指標の目標値を達成して
いる。引き続き、同制度の広
報を行い、必要な人にサービ
スが適切に提供できるよう努
める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 19,101千円

①地域の医療・介護資源の
把握

②医療・介護関係者の情報
共有の支援

③市民への普及啓発

在宅療養に関する情報を周知する件数

在宅医療・介護連携を推進するためには、専門職
同士の連携体制を構築することと同時に、在宅で
のサービスを受けるために必要な情報を周知し、
利用者のニーズの拡大も必要となるため。

現場の専門職の方の意見や医療・介護
従事者を取り巻く現状を踏まえ、医
療・介護従事者のためのハラスメント
対策に係る研修を実施した。

在宅医療・介護連
携推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

19,101千円

. R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

事業実施により在宅医療介
護の連携を促進すること
で、住み慣れた地域で適切
な医療・介護が提供される
よう取り組んだ。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

2,520千円

R5予算現額

2,268千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.43 人 評価者

～ 3,475千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

13,600千円

R5予算現額

13,800千円

R4正規職員人件
費

0.27 人

2,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

740,362千円

R5予算現額

772,863千円

R4正規職員人件
費

0.89 人

7,122千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.88 人 評価者

～ 7,111千円 高齢者支援課長　溝井　光正

介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 80.0%

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村
が主体となって、これまでの介護予防訪問介護
等に相当する専門的なサービスのほか、多様な
サービス（通所型短期集中予防サービス）や、
介護予防ケアマネジメントを実施する。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 93.9%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた

②通所型短期集中予防サー
ビスの効果的な実施に努め
た

R5目標 R5実績

通所型短期集中予防サービスについ
て、地域包括支援センターや実施事業
者と連携を図り、サービスの対象とな
る方を把握して適切にサービスにつな
げる。

R5その他職員従
事割合

70.0% 97.6%

A

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 548,644千円

①従前相当サービスの実施

②多様なサービスの実施

通所型短期集中予防サービス利用者の、終了
後の機能改善結果が「改善・向上・維持」で
あった割合

通所型短期集中予防サービスでは、３か月の期間
のリハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪
化」で測る。本事業の目的が、高齢者が自立した
生活を継続できることであり、利用者の運動器の
維持・機能向上を測ることができる指標であるた
め。

通所型短期集中予防サービスに従事す
る医療・介護の専門職等が安心して業
務に取り組めるよう、利用申込書の注
意事項にハラスメントに係る対応の記
載を追加した。

介護予防・生活支
援サービス事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

582,566千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.2人

R6目標

H8 330人

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長
期的に在宅介護する者の身体的・精神的負担を
軽減することを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５
の状態のねたきり老人等を常時介護している介
護者に、年度に１回４０，０００円を申請によ
り支給するものである。

会年職
員等

0.15人

実績 322人 327人

広報やHP等にて周知を行っているが目標値を
下回った。申請実績も減少しており、施設入
所等により減少した可能性もあるが、引き続
き、対象者となる方に情報が行き届くよう周
知方法についても工夫し支援に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①318人

R5目標 R5実績

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

R5その他職員従
事割合

330人 318人

B

目標未達成のため。
引き続き、必要な人に必要な
サービスを利用していただけ
るよう周知に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 13,080千円

①支給者数

目標支給者数 昨年度の実績人数に応じて設定。

広報の周知を行った。

特定在宅高齢者介
護手当支給事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市特定在宅高齢者介護手当支給要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

12,720千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

みまもりの機会が少ない高
齢者の方が安心して暮らせ
る環境を整えることができ
た。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

H14 ６回

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少な
い高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に
訪問し（月2回程度）、安否確認を行うととも
に、話し相手となることで、高齢者が安心して
暮らせる環境を整備し、高齢者の福祉の増進を
図ることを目的とする。

会年職
員等

0.1人

実績 ６回 ６回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１３４人

②２，５２６件

③６回

R5目標 R5実績

相談員が活動しやすくなるよう、マ
ニュアルや引継ぎ書など、必要に応じ
て見直しをしていきたい。

R5その他職員従
事割合

７回 ７回

A

成果指標の目標値を達成して
いる。当事業の対象者は、主
に一人暮らしの高齢者であ
り、訪問時には安易にお家に
は上がらないなど注意すべき
点がいくつかあり、利用者、
ボランティア間でトラブルに
ならないよう、引き続き研修
をとおして、制度の適正な実
施に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 2,072千円

①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回
数

定例会・研修会の開催回数

主にひとり暮らしの高齢者宅を訪問する事業であ
るが、対象者は生活面や健康面など様々な悩み・
課題を抱えていることが多く、相談員の対応力が
求められる。そのため、一般のボランティアであ
る相談員の資質向上を図るための定例会・研修会
の開催回数を目標値としている。

相談員に支払う報償費について、相談
員一人に対し月額一律としていたが、
利用者一人当たりに対する報償とし、
相談員の業務に応じた報償費に見直し
た。

高齢者みまもり相
談員設置事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,254千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

手当を支給することで、長
期的に在宅介護する者の身
体的・精神的負担の軽減に
役立った。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

411,840千円

R5予算現額

411,840千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.79 人 評価者

～ 6,384千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R4予算現額

163,832千円

R5予算現額

35,330千円

R4正規職員人件
費

0.24 人

1,920千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 介護保険課長　中山　倫宏

R4予算現額

58,720千円

R5予算現額

58,721千円

R4正規職員人件
費

1.50 人

12,003千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.68 人 評価者

～ 5,495千円 高齢者支援課長　溝井　光正

社会資源としての団体の担い手の高齢化に伴
い、解散が散見されている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①845

②6回

R5目標 R5実績

高齢者の情報格差への対応や地域のつ
ながりづくりのためにスマホ教室、ス
マホカフェ、スマホサポーター養成講
座を実施し、社会資源の増加を図って
いる。引き続き既存団体の支援をし、
休止・解散を最小限に留めたい。

R5その他職員従
事割合

863 845

B

社会資源については、年間増加数が鈍
化しているため、担い手創出や社会資
源増加を目的に、所沢シニア・アカデ
ミーの企画・運営をサポートした。

生活支援体制整備
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

58,655千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

各地域の資源把握や課題検
討を行うことにより、互い
に支え合いながら住み続け
られるまちづくりを推進し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27 868

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H18 120件

地域包括支援センターを市内に設置すること
で、介護保険法に定める包括的支援事業（訪問
相談等）、介護予防事業（介護予防教室等）等
を実施し、高齢者をはじめ地域住民の保健医療
の向上及び福祉の増進を包括的に支援すること
を目的とする。

会年職
員等

0人

実績 120件 86件

年間24回の会議開催において各回５事例の検
討を予定しているが、事例発表者が罹患によ
り急遽欠席するなどの要因により目標値を下
回った。
地域ケア個別会議は専門職等の出席を求めて
おり、多忙な業務の中を１年前から日程調整
して開催しているため別日に再設定すること
は難しい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①94,741人

②34,682件

R5目標 R5実績 個別会議のみで地域課題を抽出するの
は、事例数も限られ、ケアマネジャー
の提出事例に偏りが生じてしまうた
め、他の会議体や日頃の地区活動、
ケース支援などを含め総合的に見てい
く必要がある。個々の事例をきっかけ
に地域課題として考えられるものはな
いかを注視し、生活支援コ―ディネー
ターとの連携が重要となってくる。

R5その他職員従
事割合

120件 114件

B

目標未達成のため。
地域資源は地域の団体や民間
サービス等が主体となって行
われるサービスであり、地域
ニーズと既存サービスのマッ
チングを促すことも当事業の
目的の一つである。
地域資源の数は地域の状況に
影響をうけるものだが、今
後、地域の力はますます必要
となることから、引き続き事
業の充実に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 58,655千円

目標未達成のため。
困難ケース対応を当会議にて
専門職での意見交換により、
対応のスキルアップやネット
ワークに繋がるものであり、
引き続き当事業の的確な実施
に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 411,840千円

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

地域ケア個別会議を開催することにより
●高齢者の個別課題解決に対する支援
●ネットワークの構築
●地域課題の発見
●自立支援に資するケアマネージャーのケアマネ
ジメントの実践力向上を図る。

個別事例から地域課題の分析を行っ
た。また開催にあたり、対面での開催
以外にもオンラインでの開催を選択で
きるよう準備や当日開催の支援を行
い、開催回数が確保できるよう実施方
法を工夫した。

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

409,006千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

前年度に改修等の事前相談があった事業所の整備
予定数に対し、施設整備を完了したことが事業の
目的に合致するため、整備予定事業所数に対する
整備完了事業所数の実績を目標値として設定し
た。

142
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしつづけるこ
とができるよう、高齢者の
生活を支える総合相談窓口
としての役割を果たした。

142
福祉
部

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

事前相談のあった事業所の施
設整備について、半分のみの
施設整備となったため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 163,832千円

①事前相談のあった整備予
定事業所数

②整備完了した事業所数

事前相談のあった整備予定事業所数に対し、
整備完了した事業所数の実績数
（R4は事業所の新設、R5は事業所の改修）

施設整備を予定する前年度に事前相談
を受けることとし、補助対象となる事
業所を事前に把握することで、補助金
申請にかかる事務手続きの円滑化を進
めた。

高齢者福祉施設整
備費補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市高齢者福祉施設等整備費補助金交付要綱 8,115千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、市内に地域密着型サービスの施設を整備し
運営する法人を財務面から支援することにより、基盤
整備（新規開設）や施設整備を促進し、必要な介護
サービス提供量を確保するとともに、利用者等が安
心・安全に施設を利用することができる環境を整える
ものである。国（厚生労働省）の地域介護・福祉空間
整備等施設整備交付金或いは県の地域密着型サービス
等整備助成事業費等補助金を活用し、地域密着型サー
ビスの施設の改修等を希望する事業者に対して補助を
行う。本事業を通じ、地域密着型サービスの充実、ひ
いては地域における高齢者福祉の促進を図る効果が見
込まれる。

会年職
員等

0人

実績 4事業所 4事業所

前年度に改修等の事前相談があった4事業所に
ついて、国へ補助金交付の事前協議を行った
ところ、2事業所のみの内諾しか得られなかっ
たため、4事業所の施設整備を完了させる目標
を達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4事業所

②2事業所

R5目標 R5実績 事前相談があった事業所の施設整備事
業が、国の補助事業として採択されな
かった場合の対応が課題と考えてい
る。
事前協議で内諾を得られなかった整備
案件についても、整備内容を見直す等
の工夫により、次年度以降の施設整備
の実施に向けて検討していくこととす
る。

R5その他職員従
事割合

4事業所 2事業所
要介護認定を受けても、住
み慣れた地域で生活し続け
ていける地域環境の向上を
図った。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H17 4事業所

143
福祉
部

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

①生活支援コーディネー
ターや協議体の活動を通じ
て把握する地域資源数

②第1層と第2層の情報共有
の為の会議開催回数

生活支援コーディネーターや協議体の活動を
通じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決
策の検討を図ることから、地域資源の把握数
を目標値とした。

生活支援・介護予防サービスの充実を目的とし
て、ボランティア等の生活支援の担い手の発
掘・養成等を行うとともに、市域及び圏域に協
議体を設置し、地域資源の把握・開発やネット
ワーク化を実施し、多様な主体によるサービス
の提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネー
ターを配置する。

会年職
員等

0人

実績 849 840



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

25,819千円

R5予算現額

26,641千円

R4正規職員人件
費

4.44 人

35,529千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

4.68 人 評価者

～ 37,819千円 介護保険課長　中山　倫宏

R4予算現額

1,000千円

R5予算現額

1,000千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 介護保険課長　中山　倫宏

R4予算現額

4,007千円

R5予算現額

4,435千円

R4正規職員人件
費

3.00 人

24,006千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.99 人

～ 16,081千円 社会教育課長　奥井　祥三

今後も幅広い世代を対象とした講座
や、市民のニーズに合わせた講座を実
施していく。

R5その他職員従
事割合

1,450人 4,878人

A

項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

4,065千円

子どもから大人まで幅広く
講座を企画し、年齢に関係
なく学べる機会を提供して
いる。

官学連携講座等で新たな取り
組みを行うことができた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 3,610千円

①講座実施数

受講者数

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出会
いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会を
提供し、学習成果を地域活動等につなげていく人
材の育成を図る事も目標としているため受講者数
を指標とした。※ R5実績からは市民大学受講者数
を含む

秋草学園短期大学や県立所沢高校など
生涯学習推進センター以外の場で市民
向けの学習講座を行った。

学習講座等開催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

-

一
般
会
計

R4決算額

期間
会年職
員等

0.90人

R6目標

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

144
福祉
部

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

保険料未納者に対して督促、
催告（文書、戸別訪問等）の
滞納整理事務を行っている
が、個別の事情による分納相
談や、災害、収入減少などで
一時的に支払うことが困難な
方へ、徴収猶予や減免を行
い、きめの細かい対応を行っ
た。結果、前年度の収納率と
同率となり、目標の収納率達
成となった。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 23,944千円

①口座振替の推奨（加入
率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）
介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方
の保険料の収納率向上を目標とした。

保険料の還付処理において、介護保険
システムから抽出したデータを活用し
た処理方法に変更し、事務の効率化を
図った。これにより、月500件の伝票起
票が一括処理可能となり、事務負担が
軽減された。

介護保険料賦課徴
収事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法、所沢市介護保険条例 24,688千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新た
な社会保険制度として各市町村が保険者とな
り、介護保険制度が実施された。介護保険運営
のための財源として、所沢市の65歳以上の被保
険者の介護保険料を賦課徴収する。

会年職
員等

1人

実績 99.0% 99.16%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①22.79%

②15,451件

③44人

R5目標

介護サービスの必要性や分かりやすい
納付方法の案内に努め、また個別の状
況に応じた納付相談を行い、被保険者
の理解をいただくことが重要である。

R5その他職員従
事割合

99.0% 99.16%
安心して地域で住み続けら
れるように必要な介護サー
ビスを利用いただくための
財源確保に努めた。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

H12 99.0%

144
福祉
部

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を大きく超える結果と
なったが、受講者数自体は減
少しているため、介護現場の
人材確保に資するよう、受講
者数を増やしていくことも必
要である。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 706千円

①就業決定者数

②受講者数

③「この研修が役に立つ」
と思った人の割合（思う・
やや思うの選択者割合）

就業決定者数の割合（対受講者）

介護現場における人材不足により、市町村におい
ても人材確保に関する取り組みの強化が求められ
ている。一定割合の就業率を目指す指標とするこ
とで、その達成のため、受講者数やその属性、ま
たマッチング事業者選定など様々な構成要素の改
善につながる。

就労を意識したチラシ作り（裏面に具
体的なマッチング事業所を掲載、就労
を意識した文言など）に努めたことに
加え、研修チラシの配布先について、
セカンドキャリアセンターの窓口や研
修実施場所の近隣を中心に配布をする
等の工夫を行った。

介護人材確保事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
- 603千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

これまで介護との関わりが無かった者などの未
経験者が、介護に関する基本的な知識を身につ
けるとともに、介護の業務に携わる上で知って
おくべき基本的な技術を学ぶことができる入門
的研修を実施することで、介護分野への参入の
きっかけを作るとともに、介護業界で働くこと
の不安を払拭し、多様な人材の参入を促進す
る。

会年職
員等

0人

実績 10.0% 5.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4名

②11名

③約91%

R5目標 R5実績
研修に興味を持ち、介護現場で働くこ
とを検討している方を、いかに探り出
して周知を図っていくか、従前からの
課題となっている。また、希望する業
種に対し、事業者とのマッチングの成
功率を上げる方法についても、重要な
課題である。

R5その他職員従
事割合

10.0% 36.4%
人材確保をのぞむ介護事業
所を募り、官民でマッチン
グを通じた就業支援を行っ
た。

期間
会年職
員等

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

H5 5,000人

0人

R6目標

R3 15.0%

 地域の人材育成を目的とし市民との協働で企画
運営する通年制の「所沢市民大学」や、一般教
養や現代的、社会的課題などを学ぶ「市民教養
講座」、市民のキャリアアップを支援する「資
格技能取得講座」等を開催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得るだ
けでなく新たな仲間との交流の場をつくる。ま
た、学習した成果を地域の課題解消のために活
用する。

会年職
員等

0.80人

実績 1,450人 664人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①83回

R5目標 R5実績



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

900千円

R5予算現額

900千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.32 人 評価者

～ 2,586千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

664千円

R5予算現額

440千円

R4正規職員人件
費

0.89 人

7,122千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,687千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

454千円

R5予算現額

454千円

R4正規職員人件
費

0.50 人

4,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.42 人 評価者

～ 3,394千円 社会教育課長　奥井　祥三

市民のパソコンの基礎的な
知識の習得に貢献すること
ができた。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H13 600人

　市民のデジタルデバイド解消のため、パソコ
ンの基礎的操作の個別相談を定期的に実施して
いる。インターネット閲覧と電子メールの基本
操作についての相談を主としているが、パソコ
ンの設定やソフトの使い方等の相談にも対応し
ている。

会年職
員等

0人

実績 800人 459人

利用者の高齢化とニーズの変化（スマート
フォンに移行など）により目標値に達成しな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①182回

②472人

R5目標 R5実績

相談者の多様なニーズを把握し、パソ
コンに限らずスマートフォンの操作な
どの相談に可能な限り対応できるよ
う、相談員と調整していきたい。

R5その他職員従
事割合

800人 472人

C

目標値には至らなかったが前
年度と比較し、利用者が増加
した。
これからも多様なニーズに応
えつつ相談員と随時情報交換
しながら、事業の運営を図っ
ていきたい。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 434千円

①相談実施回数

②相談者数

相談者数（延べ人数）

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴ
を通した市民相互の交流や、市民の学習への一層
の推進を図ること、またＩＴに不慣れな人への援
助によるデジタルデバイド解消を目的とした事業
であるため、相談者の人数を指標とした。

室内のレイアウト変更をし、より入り
やすい相談室の雰囲気づくりに努め
た。

ＩＴ相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

-

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

421千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.20人

R6目標

H11 50件

　生涯学習まちづくり出前講座については、市
の施策を市民に周知し、理解を得ると共に、市
民と行政の協働によるまちづくりを進めること
を目的として実施している。
　生涯学習ボランティア人材バンク運営事業に
関しては、市民の学習活動に役立つ知識や技術
を持っている市民の講師登録及び、その講師を
市民に紹介する制度である。利用希望者と登録
講師のマッチングさせ、受講する側の学習活動
の促進と、講師側の社会貢献とスキルアップの
場になることも目指している。

会年職
員等

0.30人

実績 100件 45件

10名以上の仲間を集めるのが困難という声も
あり目標値に至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①41件

②93件

③39件

R5目標 R5実績

ホームページや生涯学習情報紙翔びた
つひろば等に掲載し、一層の事業の周
知に努めていく。

R5その他職員従
事割合

100件 41件

C

実施回数は減ったが出前講座
の参加者は増加傾向にある。
今後も市民に行政についての
関心を高めるよう周知してい
く。

R5年度に改善した点

役員体制を見直し、若手役員が活躍で
きるような体制づくりをした。役員の高齢化もあり事業数削

減等の見直しを余儀なくされ
た。事業数は減ったがより充
実した取り組みをすすめてい
く。

R5年度に改善した点

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 627千円

①出前講座申請件数

②人材バンク登録件数

③人材バンク登録者紹介件
数

出前講座申請件数
講座の参加者を増やすことが目的の事業ではな
く、市政を広く市民に周知することを目的とした
事業であるため、講座申請件数を指標とした。

出前講座については、申込受付を直接
担当課とし、日程や内容の調整に係る
市民の負担を軽減した。

生涯学習人材活用
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

412千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域を学び、地域に愛着を
持つことに貢献している。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H8 35回

市民に市政の情報を提供し
たり、市民の自主的な活動
を支援することができた。

会年職
員等

0人

実績 35回 38回

主催事業の見直しにより実施回数が減少、目
標値に至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13回

②27回

③1,114人

R5目標 R5実績

役員の若返りを図ってはいるが、メン
バーの高齢化が進んでいる。市民会議
の運営に加わることができる市民を増
やすことが課題。

R5その他職員従
事割合

35回 27回

C
生涯学習をすすめ
る所沢市民会議補
助金

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

707千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

①会議開催数

②主催事業開催数

③主催事業参加者数

主催事業開催数

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすすめて
いく組織であることから、事業の参加者数を求め
るのではなく、事業の実施回数を目標とした方
が、生涯学習の様々な形を自ら実践していること
が分かりやすくなるため。

第１次生涯学習推進計画に基づいて設置された
市民が主体の「生涯学習をすすめる所沢市民会
議」に対し財政的に支援することで、本市の生
涯学習を市民の立場から推進できるよう支援す
る。

重要 自治事務 829千円

4 質の高い教育をみんな
に



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

34,228千円

R5予算現額

36,381千円

R4正規職員人件
費

1.85 人

14,804千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.79 人 評価者

～ 14,465千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

19,701千円

R5予算現額

21,688千円

R4正規職員人件
費

0.60 人

4,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.47 人 評価者

～ 3,798千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

-

R5予算現額

708千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.52 人 評価者

～ 4,202千円 社会教育課長　奥井　祥三

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 500人

生涯学習推進センターの利用が少ない世代であ
る青少年に対する学習の機会を提供するため、
また、児童・生徒・学生が自由に安心して自主
学習に取り組める居場所となることを目的とす
る。見守りスタッフが常駐する放課後自習室を
月・水・金の放課後に設置するものである。

会年職
員等

0人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①558人

②143日

R5目標 R5実績

リピーターは多いが新しい利用者が伸
び悩んでいる。多くの子どもたちに届
くように周知していきたい。

R5その他職員従
事割合

500人 558人

S

令和5年度からの新規事業だが
近隣の生徒・学生を中心に順
調に運営できている。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 -

①延べ利用者数

②開設日数

延べ利用者数
「青少年に対する学習の機会の提供」を目的とし
ていることから、延べ利用者数を指標としてい
る。

より多くの人に利用してもらうため、
夜間だけでなく夏休みや冬期の日中も
開設した。

トコろん自習室開
設事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

-

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

645千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

市民に学習情報を届けるこ
とができた。

期間
会年職
員等

0.70人

R6目標

H12 1,980,000部

　市民の学習活動のための情報を提供する生涯
学習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12
回発行する。
　市や公的機関が主催する事業のみならず、市
民団体等の催し等の情報も掲載している。
　なお、視覚障害者用として、希望者に点字翻
訳版、音声媒体（デイジー版）による情報紙を
委託により作成し配付している。

会年職
員等

0.45人

実績 1,980,000部 2,098,350部

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12回

②2,063,387世帯

R5目標 R5実績

生涯学習情報紙として、市民が興味を
引くような魅力ある紙面にづくりに努
めていく。

R5その他職員従
事割合

1,980,000部 2,112,370部

A

公共施設だけでなく市民から
発信される学習情報や、教育
委員会での取り組みについて
の記事など充実した紙面が図
れた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 18,261千円

①発行回数

②年間延べ配布世帯数

年間発行部数
市民の学習活動を支援するための「学習機会の拡
大と学習情報の提供」を目的としており、年間発
行部数を指標としている。

市民から提供される一般記事において
参加申込方法の項目に電話だけでなく
ショートメールも掲載可能とした。

生涯学習情報紙発
行事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

-

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

21,474千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

放課後の学習の場の提供が
できた。

期間
会年職
員等

0.20人

R6目標

H11 50.0%

　市民の学習、運動、文化活動の場を提供する
ため、施設の会議室、学習室、体育室等を祝日
と年末年始を除く毎日、朝から夜間まで貸出
す。
　公平性から予約時間制限あり。団体（５人以
上）の利用は月８時間（２区分）までとし、個
人利用は体育室のみ、月４時間までとしてい
る。

会年職
員等

0.45人

実績 50.0% 38.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①32.9％

②72.9％

R5目標 R5実績

統廃合により廃校となった小学校を改
修して開設した施設であり、築４０年
が経過していることから、計画的に修
繕をすすめ、利用環境の整備を進めて
いく。

R5その他職員従
事割合

50.0% 53.4%

A

体育室を中心に市民に有効に
活用してもらうことができ
た。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 31,332千円

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

年間施設稼働率
（会議室及び体育室稼働率）

より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出可
能日数のうち提供した割合を指標としている。

夜間の稼働率が低い会議室を、見守り
付きの学生向け自習室として開放し、
市民の学習の場の提供及び部屋の有効
活用を図った。

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、同施行規
則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

31,687千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

151
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

市民の自主的な学習活動の
場所を提供することができ
た。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

647千円

R5予算現額

647千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

3,062千円

R5予算現額

3,062千円

R4正規職員人件
費

0.78 人

6,242千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.07 人 評価者

～ 8,647千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

4,467千円

R5予算現額

4,463千円

R4正規職員人件
費

0.48 人

3,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.48 人 評価者

～ 3,879千円 社会教育課長　奥井　祥三

旧友との懐かしい時間を共
有でき、また、地域ごとに
開催することによって自分
の住んでいる地域を見直す
機会に繋がった。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S21 70.0%

　市内11地区で組織される実行委員会に交付金
を配分し、二十歳の節目を迎えた青年の門出を
祝福する。出席者に地域への愛着を抱いてもら
えるよう、身近なまちづくりセンターを中心と
した会場で、各地区の特色を活かしたつどいを
実施する。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 65.6%

統計を取り始めた平成元年度から、出席率が
70％に達成した年度はないが、50％台前半
だったものが70％近くまで上がってきてい
る。
時代の変化や、若者の意識の多様化を考える
と、当面この出席率を目標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,262人

R5目標 R5実績 各地区で組織される実行委員会のなり手につ
いて、高齢化や、二十歳の実行委員の選出に
苦慮しているという意見が地区から出され
た。個人情報保護の観点から、卒業生の情報
を引き出すことに苦労している地区もある反
面、翌年度の選出に結びつくよう工夫をして
いる地区もある。また、住所割にすると学校
が分かれてしまう事象を解消するため、来年
度は学区割に変更するよう検討する。

R5その他職員従
事割合

70.0% 67.1%

B

今回の二十歳のつどいを開催
するにあたり、市のホーム
ページへの公開と同時に、
ホームページ上でアンケート
を行い、また、案内状にも二
次元バーコードを付し、対象
者向けにアンケートを行っ
た。会場や日程、開催方法等
についての様々な意見が集約
できた。今後の開催に生かせ
るよう、検討していきたい。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 4,436千円

①出席者の合計人数

市全体の出席率（％）
二十歳のつどいが、若者の公民館活動を通じた地
域へのデビューの機会となるよう、より多くの二
十歳の方に出席してもらうため。 対象者や各地区の実行委員等を対象

に、アンケートを行った。

二十歳のつどい開
催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

国民の祝日に関する法律
二十歳のつどい実行委員会交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

4,447千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

153
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

1.8人

R6目標

S39 5,477人

　各小中学校の運営委員会に家庭教育学級の運
営を委託し、家庭教育等について学ぶ機会を保
護者等に提供する。
　また、保護者が家庭での教育を見直し、子育
ての不安を解消する等のきっかけとするため
に、就学時健診等の機会を利用した子育て講座
の開催や、啓発リーフレットの作成・配布を行
う。

会年職
員等

1.8人

実績 18時間 13.18時間

感染症対策に配慮し事業の規模を縮小した影
響が残っている等、各小中学校の状況に合わ
せて講座中止や延期等となったため目標値が
未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,763人

②387講座

③6,100枚

R5目標 R5実績

急激な社会の多様化にともなう子育て
の悩みや課題についての講座など、保
護者にとって魅力的で効果的な講座情
報の提供等により、引き続き学級活動
を支援していく。

R5その他職員従
事割合

18時間 13.91時間

A

感染症対策のため開催を中止
した事業等もあったため、成
果目標の目標値は下回った
が、各学級の状況に応じた相
談や情報提供を丁寧に行うこ
とにより保護者の学習機会の
確保に努めた。また、学習内
容を工夫した結果、地域や学
校、子どもの環境などの保護
者に身近で関心の高い講座が
増加した。今後も各学級の状
況に合わせた支援により学び
の機会の提供に努めていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 3,017千円

①家庭教育学級の学級生数

②家庭教育学級の講座数

③啓発リーフレット配布数

１学級当たりの講座実施時間（時間）
(令和６年度目標　講座総参加者数）

「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託
の条件として、講座実施時間をおおむね１8時間
としているため、目標値とした。

要綱上おおむね１８時間（約９講座）
講座を実施するとしていたが、令和６
年度から運営面での保護者負担の軽減
のため撤廃するよう関係例規の整備を
行った。

家庭教育推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級事業委託要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,007千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

153
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

各団体では、全ての子ども
たちにより良い学校生活が
送れるよう活動している。

期間
会年職
員等

0.9人

R6目標

S39 47校

　市内小中学校等の各単位ＰＴＡの相互交流･連
携･情報交換や研修等を担う所沢市ＰＴＡ連合会
に対し、補助金を交付して活動を支援する。
　また、本市の生涯学習の推進・社会教育の振
興及び男女共同参画等にも貢献する所沢市連合
婦人会に対し、補助金を交付して活動を支援し
ている。

会年職
員等

0.8人

実績 47校 45校

市内小中学校47校中、小学校2校は所沢市PTA
連合会に加入していないが、それぞれ学校単
独でPTA活動を行っている。連合会の活動が魅
力ある活動となるよう事業等の見直しを行っ
ているところであり、市内全小中学校のPTAが
連合会に加入することを目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①48,600枚

②52回

R5目標 R5実績

・より子どもたちのためになるよう、
適宜、活動内容の見直しを行う。
・ICT化による役員の負担軽減に繋がる
運営に努める。
・地域・家庭・学校の更なる連携強化
で、活動の充実を図る。

R5その他職員従
事割合

47校 45校

A

市のPTA連合会は、各校のPTA
間の連携強化に欠かせない存
在で、地域の教育力向上に一
定の成果を上げており、今後
も活動支援を継続していく必
要がある。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 647千円

①所沢市ＰＴＡ連合会の会
報誌発行部数

②所沢市連合婦人会の活動
回数

所沢市ＰＴＡ連合会加入小中学校数
市立小中学校全てのＰＴＡが、所沢市ＰＴＡ連合
会に加入し、全ての子供たちのために、魅力ある
ＰＴＡ活動が行われるよう加入数を指標とする。

PTA連合会の事業がより効率的に運営で
きるための見直しを行い、引き続き事
業のICT化を図った。また、PTA会長や
会員向けの研修会では保護者が多く集
まるよう、今日に見合った「テーマ選
定」に十分に留意し、大勢の参加者を
集めた。今後も各校のPTAを支援するた
め、活動支援を継続していく。

社会教育関係団体
補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべて

の人に社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、所沢市
連合婦人会補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

647千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

153
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

家庭教育等について学ぶ
機会を保護者等に提供し
た。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,762千円

R5予算現額

3,403千円

R4正規職員人件
費

0.60 人

4,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円
松井まちづくりセンター長
澤　敦史

R4予算現額

232,717千円

R5予算現額

29,972千円

R4正規職員人件
費

0.70 人

5,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円
松井まちづくりセンター長
澤　敦史

R4予算現額

4,498千円

R5予算現額

3,754千円

R4正規職員人件
費

0.76 人

6,082千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円
富岡まちづくりセンター長
粕谷紀夫

3 すべての人に健康と福
祉を

実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の
事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、
情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進
に寄与することを目的とし（社会教育法）、①職員に
よる企画立案や市民を交えた企画準備委員会・実行委
員会等を設置し、事業内容を検討。生涯学習情報紙及
びまちづくりセンターだよりを活用して参加者を募集
する。②事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・
感想等をとりまとめ、次年度に向けての検討材料とす
る。③体育館が併設されている特徴を活かし、健康体
操教室や体育事業にも積極的に取り組んでいる。

会年職
員等

1.35人

実績 100.0% 98.0%

開催事業数は前年と変わりないが、成果とし
て「参加者の満足度割合」が向上した。
すべての参加者が満足できる事業を目指して
いるため、目標値を「100％」と設定してお
り、99%の参加者に満足いただいたが、未達成
となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15事業

②218件

③216件

R5目標 R5実績

今後も満足度の向上を目指しつつも、
地域課題や現代的課題に対応した新た
な事業を企画・実施していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 99.0%

B

事業数は変わりないが、前年
度実績を上回ることができ
た。

R5年度に改善した点

重要 自治事務 4,293千円
①主催事業数（年間事業
数）
②事業参加者のアンケート
回答件数
③アンケート結果の分析
（「満足」及び「ある程度
満足」と回答を得た件数）

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た件数÷アンケート回答件数×100）

各種の事業を行い、住民の教養の向上、健康の増
進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することを目的としているため、
「参加者の満足度割合」が高ければ、効果的な事
業が遂行できていたと考える。

新規事業として富岡ゴロ寝プロジェクトを公
民館・図書館・NPOの三者連携で立ち上げ、
子どもの居場所づくりを行うなど、これまで
以上に地域課題を意識した事業を展開した。
その他、ハロウィンイベントを拡大開催して
大幅な参加者増につなげるなど、公民館主催
事業全体を通して質と量を向上させた。

富岡公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に社会教育法、所沢市公民館設置及び管理条例、所沢市公民
館設置及び管理条例施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,618千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

様々な事業・イベントを開
催することで、社会教育の
機会だけでなく、地域づく
りや仲間づくりに寄与し
た。

期間
会年職
員等

1.35人

R6目標

S31 100.0%

11 住み続けられるまち
づくりを

154
市民
部

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S29 95.0%

11 住み続けられるまち
づくりを市民の学習要求に基づき、実生活に即する教

育、学術、文化に関する各種事業を実施するこ
とにより、教養の向上、健康増進、生活文化の
振興、社会福祉の増進を目的とする。
内容は次のとおり。
①職員あるいは市民を交えた実行委員会等によ
る事業の企画・立案、運営方法等を検討。
②生涯学習情報紙及びまちづくりセンター広報
紙、チラシ等を活用して参加者を募集。
③事業終了後アンケート等を実施し、学習記録
や参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度
へ向け検討する。

会年職
員等

1人

実績 100.0% 95.2%

アンケート結果については、概ね高評価を得
ており成果指標は達成できていると思われ
る。これまで目標値を100.0%としてきたが、
今年度より数値の見直しを行い95％に変更す
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①アンケート実施事業 10

②アンケート回答   335

③「満足」及び「ある程
度」満足の回答を得た件数
319

R5目標 R5実績

これまでも既存事業の見直しや廃止を
行ってきたが、地域の方々がどのよう
な学習講座を希望するかアンケート調
査を実施し、新規事業の掘り起こしを
図りたい。

R5その他職員従
事割合

100.0% 95.2%

C

成果指標は概ね達成してい
る。今後とも児童・保護者な
どへの事業の参加拡充を図る
と共に、それ以外の年齢層に
もニーズに合った事業を充実
させていきたい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,398千円

①年間アンケート実施事業
数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程
度」満足の回答を得た件数

参加者の満足度割合

参加者の満足度割合から、主催事業に対する満足
度を向上させる。

満足・ある程度満足の回答数／アンケート回答数
×100

シニア目線の社会教育のみに重点をお
かず、子どもにも学校だけでない社会
教育を受けるための環境づくりを提供
した。（小学生のプログラミング教
室、シリーズ星をみよう、わくわく冒
険キャンプ、松井ファミリーコンサー
ト等）また、快適な環境のなかで安心
して学習できるスペースを提供した。

松井公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,236千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

154
市民
部

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

シニア向けの事業からキッ
ズ向け事業に転換したため
新しい社会教育の環境を確
保できた。

154
市民
部

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

1.45人

実績 50.0% 32.7%

年間を通して利用者が極端に少ない、茶道専
用の茶室や料理講習室の施設稼働率が著しく
低いため全体の稼働率を下げる要因となって
いる.

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①19,471区分

②6,700区分

R5目標

施設設備等の改修及び修繕を継続して
行うとともに、施設稼働率が低い茶室
や料理講習室の稼働率向上に向けて
サークル団体への呼びかけや講座等を
実施する。

R5その他職員従
事割合

50.0% 34.4%

省エネ機器の導入を進め温
室効果ガスの低減を図る。

期間
会年職
員等

1.45人

R6目標

S45 50.0%

令和５年度中に施設内のトイ
レ手洗いをほぼ全部自動水栓
に変更した。６年度について
は施設内がガラス張りで日差
しの差込が多いため施設内の
温暖化対策に重点を置く。そ
のためのロールスクリーンの
設置を促進する。利用者が快
適な空間と思ってもらえるよ
うな施設を目指していく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 232,713千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民
館）

年間施設稼働率
客観的に分かりやすい指標である。

年間利用区分数／年間利用可能区分数×100

トイレの手洗い場を自動水栓・料理講
習室のガス台とオーブンの改修を行
い、利用者が快適・簡単に活動できる
環境を整備した。

松井公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公民館使用料
減免取扱要綱

26,103千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに

活動するサークルや団体等により住民が各種学
習活動の場として施設を提供することで、集
い・学び合いながら知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指すことを目的とす
る。
公民館事業に支障のない限りで、自治会・町内
会、PTAなど地域コミュニティ活動や社会教育団
体等の活動の場として施設を提供する。

会年職
員等



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

28,983千円

R5予算現額

33,572千円

R4正規職員人件
費

0.73 人

5,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.71 人 評価者

～ 5,738千円
富岡まちづくりセンター長
粕谷紀夫

R4予算現額

748千円

R5予算現額

718千円

R4正規職員人件
費

1.20 人

9,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.35 人 評価者

～ 10,909千円
小手指まちづくりセンター長
小川　和彦

R4予算現額

34,470千円

R5予算現額

203,664千円

R4正規職員人件
費

0.50 人

4,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,445千円
小手指まちづくりセンター長
小川　和彦

R4その他職員従
事割合

アンケートの結果による満足度は、前年度と
同様にかなり高い値であるものの、目標値に
は達していない。申込手続き等で改善した点
もあり、引き続き満足度が高まるよう検討し
ていくが、満足度の向上にも限界が感じられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①　39事業

②　24事業

③　98.0%

R5目標 R5実績

今後は、地区内の小中学校・高等学校
との連携を強化し、特に若い世代との
共催を進め、センターに小・中学生、
高校生が来庁する機会を増やしてい
く。

R5その他職員従
事割合

99.0% 98.0%

B

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

439千円

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

0.3人

R6目標

S26 99.0%

11 住み続けられるまち
づくりを

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康
の増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図
るため、実際生活に即する教育・学術及び文化
に関する各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会
を設置し、事業の内容を検討する。広報紙など
を利用し、参加者の募集を行う。事業終了後、
学習の記録や参加者の意見・感想をまとめ、次
年度へ向けての検討材料とする。

会年職
員等

0.3人

実績 99.0% 98.2%

154
市民
部

小手
指ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

誰もが利用しやすく、か
つ、満足度が高まる事業
実施に努めることで、社
会教育環境を整備した。

154
市民
部

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

前年度実績を上回ることがで
きた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 26,322千円

①年間利用可能区分数（公
民館）
②年間利用区分数（公民
館）
③年間利用区分数（地区体
育館）

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

R5実績

富岡公民館のサークル・団体支援とし
て、サークル・団体が実施する「学び
の地域還元事業（講座）」について
は、まちづくりセンターが開催を支援
することで、サークル・団体活動を活
性化・活発化させていく。

R5その他職員従
事割合

30.0% 36.3%
サークル・団体に施設提供
を行うことにより、仲間づ
くりや健康維持を図り、ひ
いては地域づくりに寄与し
た。

期間
会年職
員等

社会的資本としての公民館が、どれだけ稼働した
かを目標設定とした。

「集いの場」である公民館で、仲間づ
くりをさらに進めていただくため、希
望するサークル・団体については、広
報「とみおか」に紹介記事を掲載し
た。

富岡公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則 26,989千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

公民館は、その事業に支障のない限り、市民の
集会その他公共的事業に使用させることができ
る。公民館の役割は、「つどう」、「学ぶ」、
「結ぶ」ことで、人づくり、地域づくりに繋げ
ていくことを目的としている。
利用に際しては、市内在住・在勤・在学の原則
５人以上の団体で、予約手続は、窓口申請や予
約システムにより申請が可能となっている。
なお、貸出部屋数は、ホールをはじめ11部屋と
なっている。

会年職
員等

1.3人

実績 30.0% 29.0%

目標を達成することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21,956区分

②7,962区分

③20,555区分

R5目標

利用者の高齢化、立地条件、
現在の社会状況など複合的な
要因が影響しているため、施
設稼働率は目標値に届いてい
ない。
しかし、稼働率だけでは測る
ことができない、登録団体等
の活動支援を進め、社会教育
施設としての役割を果たし、
一定の目的を達成している。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
①年間利用可能区分数
（公民館）

②年間利用区分数
（公民館）

③年間利用区分数
（地区体育館）

年間施設稼働率（公民館）

設備のメンテナンスにおいて、予算を
効果的に執行し、安心安全で快適に利
用できる施設を目指す。今後、来館者
が利用しやすい施設提供の方法を検討
する。

R5その他職員従
事割合

年間延べ利用区分数／年間利用可能区分数×100

R6目標

S45 80.0%

154
市民
部

小手
指ま
ちづ
くり
セン
ター

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

- 自治事務 22,801千円

1.3人

R6目標

S45 40.0%

5月から新型コロナウイルスの
感染対策を取りやめ、事業実
施の際の自由度が高まった。
このことが、各事業の参加者
にとっても、満足度が高まっ
た要因であると考える。例え
ば、事前申込や定員の設定の
取りやめで気軽に参加できる
環境が整いつつある。今後
は、さらに「満足」・「ある
程度満足」と回答した割合が
高まるような事業の内容や実
施方法を検討していく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 312千円

①主催事業数

②アンケートを実施した主
催事業数

③「満足」・「ある程度満
足」と回答した割合

参加者の満足度
実施事業に対する参加者の満足度の向上を図
る

事業実施に当たり、事前申込や定員を
廃止したことで、各参加者の参加に伴
う手続的な負担を軽減した。また、事
前申込を行う場合も積極的に電子申請
を取り入れ、参加希望者の都合で事前
申請できる機会を創出した。

小手指公民館主催
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
社会教育法

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

80.0% 40.9%
施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい
社会教育を行う公共ス
ペースを提供した。

期間
会年職
員等

1人

センターだよりなどを活用し、新規の
団体登録の呼びかけや、既存団体の活
動に対する運営相談などを積極的に展
開した。また、快適な施設利用に関す
る施設環境の整備に取り組んだ。

小手指公民館施設
提供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・同施行規
則、所沢市地区体育館条例 62,419千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を
図り、生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、Ｐ
ＴＡなどの市民集会や社会教育団体等の活動の
場として、公民館施設を提供する。

会年職
員等

1人

実績 80.0% 36.1%

新型コロナウイルスの感染流行期の影響か
ら、活動が停滞した団体が回復せず、団体登
録の廃止が増加傾向にある。一方で新規登録
団体がほとんどないことから、利用区分が減
少しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①　13,804区分

②　 5,648区分

③　 2,287区分

R5目標 R5実績



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

29,795千円

R5予算現額

26,548千円

R4正規職員人件
費

1.05 人

8,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円
小手指まちづくりセンター長
小川　和彦

R4予算現額

2,171千円

R5予算現額

2,282千円

R4正規職員人件
費

0.55 人

4,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,445千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

R4予算現額

32,683千円

R5予算現額

33,971千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

R5目標

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 1,723千円

11 住み続けられるまち
づくりを

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,936千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の知識教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を
目指した。

期間
会年職
員等

1.30 人

R6目標

S22 100%

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開
し、市民の知識教養の向上を図るとともに生涯
学習社会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、
重点的に取り組む事項に即した各種事業を展開
していく。各種学級・講座・イベント・つどい
事業を実施し系統的な学習機会と住民相互の交
流の場を提供する。地域住民のさまざまな学
習・文化・スポーツ活動を支援する。

会年職
員等

0.92 人

実績 100% 100%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①35事業

②80件

③80件

根拠法令

①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス
評価の回答を得た事業

事業参加者の満足度
（大人のフラワーアレンジメント、夏休みこ
ども講座「親子で楽しむハーバリウム作り」
について実施

参加者が事業について満足しているかを確認する
ため、アンケート等を実施し、プラス評価を100％
とした。 新たな事業を次々に展開し、地域の方

の新たなニーズを喚起した。

山口公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

R5実績

日頃公民館と関わりの無い地域の方に
参加していただけるような事業を多く
企画、実施していく。

R5その他職員従
事割合

100% 100%

A

既存事業の再開に加え、新規
事業も積極的に開催し、好評
を得られた。

R5年度に改善した点

154
市民
部

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

R5決算額（見込
み）

154
市民
部

小手
指ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

80.0% 49.2%

新型コロナウイルス感染症の影響により、団
体活動の休止が長引き、そのまま解散してし
まう団体もある。加えて、会員の高齢化等に
より登録を廃止する団体が増加している。新
規登録団体は微増で、未登録で利用している
団体もあるが、全体的な利用の拡大には至っ
ていない。夜間の利用減少が顕著である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15,920区分

②7,558区分

R5目標

快適な利用環境の整備を進めると共
に、情報提供の充実、親切で丁寧な接
遇を心掛けるなど、利用者の拡大に努
める。

R5その他職員従
事割合

80.0% 47.4%
設備の整備を進めることで
だれもが参加しやすい社会
教育を行う公共スペースを
提供した。

期間
会年職
員等

2.5人

R6目標

S60 80.0%

従来から定期的に活動してい
る団体の利用が減少している
ことから施設稼働率の目標を
達成していない。一方で、自
治会・町内会等の総会や会議
にも利用されていることか
ら、地域の活動に貢献してい
るなど、施設提供事業の目的
は達成している。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 25,575千円

①年間利用可能区分数(公民
館)

②年間利用区分数(公民館)

年間施設稼働率 年間延べ利用区分÷年間利用可能区分×１００ 照明のLED化、和式トイレの洋式トイレ
化、貸出備品の充実等により、施設を
快適に利用できるよう環境の整備に取
り組んだ。

小手指公民館分館
施設提供事業

11 住み続けられるまち
づくりを社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・同施行規

則、所沢市地区体育館条例 16,822千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を
図り、生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、Ｐ
ＴＡなどの市民集会や社会教育団体等の活動の
場として、公民館施設を提供する。

会年職
員等

2.5人

実績

11 住み続けられるまち
づくりを

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 26,993千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

目的　施設を提供することにより、住民の知
識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構築を
目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしてい
る。②公共施設予約システムを採用し、事務室
窓口の他、ロビー端末やインターネットからも
施設予約を受付けている。③利用の予約にあ
たっては、利用機会の拡大と均衡を図るため一
定の利用制限(時間的制限)を設けている。

会年職
員等

1.95 人

実績 50% 43%

前年度に比べて稼働率はやや増加した。
サークル数はほぼ横ばいだが、サークルメン
バーの会員数の減少が見られるため、稼働率
がそれほど伸びなかったものと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13,819コマ

②6,144コマ

R5目標 R5実績

団体・サークル等が安心・安全に活動
できるよう、引き続き適切に修繕を行
い、利用しやすい施設運営に努めつ
つ、地域のニーズを敏感に捉えながら
稼働率の向上を図っていく。

R5その他職員従
事割合

50% 44%

市民の知識教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を
目指した。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

コロナ禍以前の稼働状況に戻
ることが期待されたが、地域
の高齢化等による稼働率の減
少傾向には抗えなかった。
引き続き、サークル登録や利
用の促進を図っていきたい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
自治事務 35,438千円

①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

施設稼働率
施設稼働率は客観的でわかりやすい指標であると
考える。
（年間使用コマ数÷年間利用可能コマ数×100）

懸案となっていた消防設備の修繕を実
施したほか、施設の経年劣化に伴う必
要な修繕を行った。

期間
会年職
員等

1.00 人

R6目標

S45 50%

154
市民
部

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

-

山口公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,942千円

R5予算現額

2,177千円

R4正規職員人件
費

0.50 人

4,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円
吾妻まちづくりセンター長
深谷　康博

R4予算現額

39,107千円

R5予算現額

76,114千円

R4正規職員人件
費

0.60 人

4,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円
吾妻まちづくりセンター長
深谷　康博

R4予算現額

332千円

R5予算現額

332千円

R4正規職員人件
費

0.85 人

6,802千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.80 人 評価者

～ 6,465千円 センター長　荒井　直樹

①主催事業

②事業参加者に対するアン
ケートの実施の件数

③アンケート結果の分析
「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

柳瀬公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

270千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

新しい事業を実施すること
により、今までに加え新た
な地域住民の社会教育の機
会を提供することが出来
た。

A

期間
会年職
員等

1.1人

R6目標

S46 98.0%

①職員による事業の企画・立案、あるいは市
民・公民館利用団体を交えた企画準備会または
実行委員会により、事業の企画・立案、運営方
法等を検討する。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等
を活用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・
感想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

会年職
員等

0.6人

実績 98.0% 98.7%

主催事業数と比較しアンケートの実施件数が
少なかったことから、満足度も下がったもの
と思われる。R6は全ての主催事業にアンケー
トを実施したいと考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①25事業

②115件

③107件

R5目標 R5実績

既存事業の見直しをする時期にきてお
り、課題の把握及び解決へ向けた検討
を行うことが必要となっている。ま
た、情報収集をしながら新しい視点で
積極的な事業の取組みを行っていく。

R5その他職員従
事割合

98.0% 93.0%

A

主催事業の各種講座について
は青少年、一般向けなど、新
たな事業として実施ができた
ことは有意義であった。文化
祭は開催方法を工夫し「もっ
たいない市」と併せて「やな
まちマルシェ」行うなど、盛
大に実施することができた。
市民の公民館活動へ参加も増
加してきたことで、職員間で
は、事業展開を検討し、様々
な工夫を行い実施することが
できた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 220千円

4 質の高い教育をみんな
に

154
市民
部

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.7人

R6目標

S30 100%

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市
民の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会
の構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは
市民を交えた企画準備委員会等を設置し、事業
内容を検討する。生涯学習情報紙等を利用して
参加者を募集する。事業終了後は評価アンケー
トを実施し、次年度へ向けての検討材料とす
る。地域コミュニティ関連の事業を中心に講
座、イベント等を開催する。

会年職
員等

0.7人

実績 100% 96%

コロナの終息に伴い、コロナ禍以前に実施し
ていた事業をすべて再開することができ、成
果指標の目標値についても概ね達成すること
ができた。今後もより一層、アンケート等を
参考にしながら参加者に満足していただける
ような事業を実施していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①23事業

②706件

③696件

R5目標 R5実績

地域住民のニーズや実施可能な事業等
の情報収集に引き続き努めていくとと
もに、これまで以上に満足していただ
けるよう創意工夫を凝らした事業を実
施していく。

R5その他職員従
事割合

100% 99%

重要 自治事務 1,759千円
①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析
（満足と回答を得た件数）

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た件数÷アンケート回答件数×100）

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯学
習社会の構築を目指すことが当該事業の目的と
なっているため、参加者の満足度割合を指標とす
る。目標値としては、前年より増やすことを目標
としたい。

参加者に十分満足していただけるよ
う、講師やスタッフおよび出演者との
打合せを綿密に行い、各種事業のより
一層の充実を図った。

吾妻公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館設置
及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,942千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

コロナ終息で公民館に以前と
同様の活動形態が戻ってきた
ことにより、講座参加者等の
満足度も昨年度を上回るもの
となり、一定の成果を残すこ
とができたと考えられる。
今後も参加者のニーズや地域
性を捉えながら、地域住民の
仲間づくりにつながる学びの
場や、生涯学習の機会を提供
できるような事業を実施して
いく。

R5年度に改善した点

吾妻地区の社会教育の起点
として、地域住民の相互交
流、生涯学習の機会を提供
した。

154
市民
部

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

①35,820区分

②18,700区分

R5目標 R5実績

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 38,322千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間延べ利用区分数（公
民館）

年間施設稼働率（公民館）（％）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

集団による学習活動の場として施設を提供するこ
とにより、生涯学習社会の構築を目指すことが当
該事業の目的となっているため、年間施設稼動率
を指標とする。目標値としては、前年度より増や
すことを目標としたい。

職員による定期的な施設、設備等の点
検を実施し、必要な修繕を行うことで
施設利用に支障が生じないよう努め
た。
また、雨漏り修繕や昇降機改修工事を
実施し、施設の安全管理の徹底を図る
とともに、ロビーの照明をＬＥＤ化す
るなど、省エネにも配慮した。

吾妻公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館設置
及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則 75,423千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

学習活動の場として施設を提供することによ
り、市民の知識・教養の向上を図り、生涯学習
社会の構築を目指す。施設の利用申請は、公共
施設案内・予約システムを導入し、インター
ネットの利用も可能となっている。利用予約の
際は、特定の団体の独占を回避し、市民の利用
拡大を図るため、一定の利用制限（時間制限）
を設けている。

会年職
員等

期間
会年職
員等

3.1人

R6目標

S46 80%

154
市民
部

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

目標設定の考え方・根拠

B

コロナが終息したことで、施
設稼働率に若干の回復傾向が
みられた。
引き続き充実した講座・事業
を開催していくことで、稼働
率の向上を目指していく。
また、施設の老朽化に直面し
ているが、今後も引き続き計
画的に修繕を実施し、利用者
の安全な環境を維持するよう
努めながら、成果指標である
稼働率を目標値に近づけられ
るよう努めていく。

3.1人

実績 80% 51%

コロナの終息に伴い、各種事業をコロナ禍以
前の状態に戻すことができたことや、これま
で自粛していたサークルの多くが活動を再開
したことなどにより、前年度に比べて稼働率
が上昇した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が進む中、現状の予算の
範囲内で優先順位を考えながら、安全
に配慮した修繕を行っていく必要があ
る。
今後も継続的に必要な施設修繕を実施
し、利用者が安全かつ快適に施設を利
用できるよう努めるとともに、省エネ
に配慮した改修等も引き続き進めてい
く。

R5その他職員従
事割合

80% 52%

計画的な工事・修繕等によ
り、安全性・快適性に配慮
した施設運営に貢献した。

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即する教
育、学校及び文化に関する各種事業を、企画・立
案し開催できているか、推し量るもの。

25事業のうち、小学生向けの卓球、囲
碁、パン、お菓子など青少年向けの講
座のほか、一般向けの朗読やよもやま
話、うどんなど11事業を新規事業とし
て開催した。また、新規イベントとし
て「やなまちマルシェ」を開催した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

22,133千円

R5予算現額

42,199千円

R4正規職員人件
費

0.35 人

2,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円 センター長　荒井　直樹

R4予算現額

4,846千円

R5予算現額

4,722千円

R4正規職員人件
費

0.85 人

6,802千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.85 人 評価者

～ 6,869千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

R4予算現額

25,119千円

R5予算現額

30,460千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

1.95人

実績 100.0% 99.0%

事業の実施内容等についてはいずれも高い満
足度を得られるものであった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29事業

②1006件

③992件

R5目標 R5実績

地域住民の参加による地域の人材育成
や地域課題解決に向けた事業を企画・
立案し実施する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 99.0%

A

参加者から高い満足度を得ら
れているが、さらにより良い
ものとするべく、利用者の要
望に寄り添い、地域住民が一
体となった事業運営に努めて
いく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 4,159千円

①事業実施数

②アンケート実施件数

③満足およびある程度満足
との回答を得た件数

参加者の満足度 実施事業に対する参加者の満足度の向上を図る 地域の活性化を図るため、講師や出演
者等とも綿密に打ち合わせを行い、地
域の特徴を取り入れた事業内容を実施
した。

三ケ島公民館主催
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理規則

一
般
会
計

項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

4,491千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

1.95人

R6目標

S30 100.0%

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かし
た主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・
芸術・社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を
交えた企画準備会等により、事業の企画・立
案・運営を行う。②事業終了後の学習の記録や
参加者の意見、感想等は次年度講座の参考とす
る。③生涯学習情報紙及び公民館だより・チラ
シ等を活用して参加者を募集する。④各団体や
公共施設からの情報を提供する。

会年職
員等

三ケ島地区内に所在する学
校と協働での事業や、地域
の特徴を取り入れた事業を
実施することで、地域住民
の関心を引き、満足度の高
い事業運営に努め、地域の
活性化に貢献した。

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則 42,356千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民・公民館利用団体等による各種学習の場と
して、施設を提供することによって、住民の知
識、教養の向上を図り、生涯学習の構築を目指
す。

会年職
員等

1.2人

実績 36.0% 30.8%

団体登録数は前年度から少し増加となってい
るものの、公民館及び地区体育館の利用人数
は増加がみられない状況から稼働率が達成で
きなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13,919区分

②4,658区分

③3,163区分

R5目標 R5実績
施設の老朽化に伴い、修繕を必要とす
る箇所が多くあるが、毎年度の修繕の
予算が不足のため、緊急なものが優先
となってしまい計画的な修繕が難しい
状況である。今後、施設を長期にわた
り安全に運営していくためには予算の
確保が必須となる。

R5その他職員従
事割合

36.0% 33.4%

空調設備の改修工事や施設
修繕を実施し快適に利用で
きる施設として貢献した。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

施設、設備の修繕工事のた
め、施設提供については、利
用者に配慮し、最小限の制限
で実施できた。
施設の老朽化により、施設を
安定的に提供するためには、
計画的に適切な修繕ともに、
緊急を要する修繕にも速やか
に対応することで、学習の場
を保証し、安全に施設提供す
ることにで市民サービス向上
に繋げる。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち
づくりを

自治事務 25,158千円 ①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民
館）

③年間利用区分数（地区体
育館）

年間施設稼働率（公民館）

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場と
して適切な施設提供を行い、より多くの地域住民
が学習の場として利用できるよう、目標を設定す
る。

ホールのワイヤレス設備更新、1階及び
2階のLED照明への交換、料理講習室の
換気設備の更新、及びガスオーブンの
交換、和室の畳替えのほか、安全性、
利便性の向上を目的に、施設修繕を多
く実施した。

期間
会年職
員等

1.6人

R6目標

S46 50.0%

154
市民
部

三ケ
島ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

会年職
員等

2.05人

実績 80.0% 30.4%

154
市民
部

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

-

柳瀬公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

R4決算額

期間
会年職
員等

2.05人

R6目標

S48 80.0%

目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

154
市民
部

三ケ
島ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務 22,177千円 ①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民
館）

③年間利用区分数（体育
館）

年間施設稼働率
施設の稼働率は集団による各種学習活動の場とし
て、適切な場であるか否かの大きな成果指標とな
る。

三ヶ島公民館施設
提供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理規則 21,679千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症の影響がきっかけ
となり、サークル団体の判断による施設利用
の自粛が長期化し、現時点においても活動の
再開に見通しがついていない団体や、サーク
ル団体の高齢化による解散等が稼働率の低下
に影響した。
また、学習室４号（工作室）と調理室は部屋
の特性から利用団体が限定されていること
や、飲食を伴う活動の制限などが稼働率の低
下に影響している。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13,642区分

②4,247区分

③18,035区分

R5目標

施設の老朽化が進む中で、適切に修繕
を行い、利用しやすい施設運営に努め
るとともに、稼働率の低い学習室につ
いては、公民館事業での活用に努め、
利用促進を図っていく。

R5その他職員従
事割合

80.0% 31.1%
利用制限の緩和や施設修繕
を行いながら、三ケ島地区
の社会教育の拠点として、
快適に利用できる環境づく
りに貢献した。

稼働率については部屋の特性
から調理や工作などに活動内
容が限定される部屋があり、
稼働率の低下に影響を及ぼし
ている点もあるが、昨年と比
較するとわずかながら稼働率
の上昇が見られる。
引き続き利用団体の活用を促
進するとともに、公民館事業
等で積極的に活用し、稼働率
の向上に努めることとする。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

ホールの床修繕や学習室４号の雨漏り
修繕に加えてイスの張替えを実施する
などし、利用者が快適に活動できるよ
う施設運営に努めた。

R5目標値が未達成の理由・分析

サークル等による各種学習活動の場として、施
設を提供することにより、住民の知識・教養の
向上と会員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提
供。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

4,127千円

R5予算現額

4,240千円

R4正規職員人件
費

0.82 人

6,562千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.82 人 評価者

～ 6,626千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

R4予算現額

40,908千円

R5予算現額

39,769千円

R4正規職員人件
費

0.63 人

5,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

R4予算現額

2,094千円

R5予算現額

2,155千円

R4正規職員人件
費

0.65 人

5,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 センター長　新井　浩嚴

期間
会年職
員等

0.8人

R6目標

S52 100.0%

【目的】
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の
増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図る
ため、実際生活に即する教育、学術及び文化に
関する各種の事業を実施。
【内容】
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交
えた企画準備会または実行委員会により、事業
の企画・立案・運営方法を検討する。

会年職
員等

0.8人

実績 100.0% 99.2%

新規事業のアンケートの設問において「事業
の内容がわかりやすかったか」と置き替えた
ため、前年度実績より若干低下したものの満
足度としての目標は達成していると推察され
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①35事業

②675件

③640件

R5目標 R5実績

比較的高い満足度を得られていること
から、現状を維持しつつ、地域の実情
を捉えた講座の充実を図る。
感染症については、基本的な対策を引
き続き講じていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 94.8%

A

事業に対する満足度が非常に
良好であった。好評である事
業については、継続すること
に意義があると同様に、多種
多様な社会状況により、時宜
を得た講座が求められ、公民
館の役割は、益々重要な位置
づけにあることがうかがえ、
常に改善の意識をもって取り
組んでいく必要がある。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 1,725千円 ①主催事業

②事業参加者のアンケート
回答件数

③アンケートで「満足」及
び「ある程度満足」と回答
を得た件数

参加者の満足度の割合
「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100

基本的な感染症対策を徹底しながら事業を実
施した。
アンケート結果、地域・公民館利用の方との
情報交換及び地域の方からの事業提案等、
様々な情報・意見を取り入れ、地域のニーズ
に合うような事業を展開した。
地域の協力団体と新たに講座を解説し、地域
の方から好評を得られている。

新所沢東公民館主
催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館設置
及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,861千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

ニーズのある講座を実施
した。

4 質の高い教育をみんな
に置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条例施行規

則・所沢市地区体育館条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,846千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域住民の知識や教養を
高められるよう、学習機
会を提供した。

期間
会年職
員等

1.2人

R6目標

S47 91.0%

11 住み続けられるまち
づくりを

地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の
増進を図るため、実際生活に即する教育、学術
及び文化に関する各種の事業を実施する。

会年職
員等

1.2人

実績 91.0% 95.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①198回

②10,369人

R5目標 R5実績

引き続き、各種講座等を実施し、学習
機会の提供を図り、公民館利用者の拡
充に努めていく。

R5その他職員従
事割合

91.0% 95.0%

154
市民
部

新所
沢ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 3,815千円

①年間事業数(回数)

②事業参加者数(延べ人数)

参加者の満足度割合
(「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得
た件数×100)

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目標
とする。

令和5年5月から新型コロナウイルス感
染症が2類から5類に引き下げられ、人
数制限等することなく参加者に喜ばれ
た。

新所沢公民館主催
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・同施行規
則、所沢市地区体育館条例 39,149千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

A

公民館利用者との共催事業を
通じ、フレッシュカレッジや
夏フェスなど学習文化活動の
体験会、交流会が定着してい
る。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

11 住み続けられるまち
づくりを

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住
民の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元
を促進し、地縁と知縁による地域コミュニティ
を豊かにすること。そのような活動をする公民
館登録団体を育成すること。

会年職
員等

2.2人

実績 60.0% 51.8%

コロナで著しく減少した稼働率も年々その数
字が戻ってきている。引き続き地域住民・団
体の活動支援のため、施設の有効活用を進め
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27,557区分

②14,597区分

R5目標 R5実績

利用者が事故や怪我のないよう細心の
注意を払いながら適切な環境整備に努
めていく。
また、地域の団体の活動を支援し、施
設のさらなる有効活用を図っていく。

R5その他職員従
事割合

65.0% 53.0%

自主的な学習活動によ
り、地域の生活や福祉を
広げる場となった。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

比較的利用されているが、利
用稼働率は目標達成には届い
ていないため、引き続き、地
域団体の活動を支援していく
べき施設の有効活用に努めて
いく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

4 質の高い教育をみんな
に

自治事務 40,016千円

①公民館年間利用可能区分
数

②公民館年間利用区分数

年間施設稼働率(%) 年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×100 施設の不具合箇所を修繕し、利用者が
安全かつ快適に利用できるようん適切
な施設運営を行った。

期間
会年職
員等

2.2人

R6目標

S47 65.0%

154
市民
部

新所
沢ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

-

新所沢公民館施設
提供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

154
市民
部

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

28,437千円

R5予算現額

28,693千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円 センター長　新井　浩嚴

R4予算現額

2,546千円

R5予算現額

3,136千円

R4正規職員人件
費

0.35 人

2,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.57 人 評価者

～ 4,606千円
所沢まちづくりセンター長
金子　敦

R4予算現額

73,354千円

R5予算現額

72,480千円

R4正規職員人件
費

0.45 人

3,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.67 人 評価者

～ 5,414千円
所沢まちづくりセンター長
金子　敦

中央公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,804千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

乳児から高齢者まで参加で
きる事業を展開実施して貢
献した。

期間
会年職
員等

0.80 人

R6目標

S28 80.0%

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の
増進を図るため、実際生活に即する教育、学術
及び文化に関する各種の事業を実施する。

会年職
員等

0.70 人

実績 80.0% 96.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①24事業

②424件

③397件

R5目標 R5実績 0才から1才児を対象とする「子育てオ
アシス」は、平成13年より前から続い
ている人気講座であるが、その後に続
く講座の充実を図りたいと考えてい
る。秋草短大の学生との連携事業であ
る「先生のたまごとあそぼう」をその
候補として位置づけ、さらなる広報と
周知を行っていきたい。

R5その他職員従
事割合

80.0% 93.6%

B

昨年度と比較して、「長期休
業期間中の自習室（学習室の
開放事業）」をはじめとし
て、6つの事業を増やすことが
できた。今後も幅広い世代に
向けて、コミュニティを支援
する拠点としての視点から
も、事業の展開を考えていき
たい。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 2,207千円

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度
満足」と回答を得た件数

154
市民
部

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

154
市民
部

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

会年職
員等

2.2人

実績 80.0% 37.2%

期間
会年職
員等

2.2人

R6目標

S52 80.0%

目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

- 自治事務 16,520千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民
館）

年間施設稼働率（公民館） 年間のべ利用区分数÷年間利用可能区分数×100

新所沢東公民館施
設提供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館設置
及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則 16,096千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 71,613千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

感染症の関係で、利用者が自主的にサークル
活動を自粛または活動内容を縮小したことが
稼働率の低下に繋がっている。
また、人気のある曜日・時間帯は利用希望団
体が重なっている場合があり、稼働率が低く
なっている要因の1つとなっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①18,852区分

②6,940区分

R5目標

各団体が使用したい曜日が集中し抽選
となり、希望日に部屋を使用できない
団体が出てきている。そのため、比較
的空いている曜日・時間帯を周知し、
少しでも偏りを改善したい。

R5その他職員従
事割合

80.0% 36.8%
比較的空いている曜日・
時間帯を周知し、公民館
利用に伴う教育の機会の
提供を行った。

全体の稼働率としては低いた
め、比較的空いている曜日・
時間帯の周知方法等の工夫が
今後は必要である。
また、令和5年度に昇降機設置
工事を予定していたが、入札
の応札がなく設置に至らな
かった。このため、工事内容
を見直し、令和6年度に再度予
算計上を行った。
地域の要望である昇降機の設
置に取り組むとともに、利用
者に気持ちよく使っていただ
ける施設の管理を行った。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

感染症の5類移行を期に血圧計の利用回
復や基本的な対策に戻した。

R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】
集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識、教養の向上を
図り、生涯学習の構築を目指す。
【内容】
平成１８年１０月から新公共施設予約システム
が稼働し、窓口以外にロビー端末機・インター
ネット・携帯電話による利用予約手続きがで
き、利用申し込みも２４時間可能となってい
る。利用予約の際は、利用機会の拡大を図るた
め、一定の利用制限（時間制限）を設けてい
る。

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た割合）

地域もしくはダイヤ市民の学習要求に基づく事業
実施を目的としているため、事業参加者の満足度
を指標とする。

「共生と多様性」をテーマとして実施
した、盲目のシンガーソングライター
による講演と合唱コンサートにおい
て、「ヒアリングループ（磁気ルー
プ：難聴者の聞こえを支援する設
備）」を使用した。

集団による各種学習活動の場として施設を提供
することにより、住民の学びあいを支援し、学
習活動を通じた地域づくりの場を目指す。

会年職
員等

3.75 人

実績 50.0% 49.7%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29,761区分

②14,934区分

R5目標 R5実績 当センターは市内中央に位置し、アク
セスも良く、駐車場もあることから、
公用や地区外からの利用も多い。特
に、ホールの催事については、NPO法人
シアターサポの協力を得ながら運営し
ているところであるが、ホール担当の
負担が大きくなってきている。第一に
は職員の増員を要望していくが、同時
にやり方の工夫も模索していきたい。

R5その他職員従
事割合

50.0% 50.1%
給水スポットの拠点にもな
り、どなたでも安全な水を
給水できる施設として貢献
した。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

昨年度比でプラス0.4％とな
り、目標を達成することがで
きた。開館から10年以上が経
過して、施設の老朽化が顕著
に表れ始めているが、限られ
た予算の中で必要な修繕を行
いながら、住民の学びあい、
さらには地域づくりの場とし
て、施設の提供を行うことが
できた。

R5年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
自治事務 72,740千円

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには地
域づくりの場を目指すため、施設稼働率を指標と
する。

冷水器やトイレなど、利用者にとって
も分かりやすい修繕のほか、空調や消
防設備に関わる修繕も逐一実施し、利
用者が快適に活動できるよう施設運営
に努めた。

期間
会年職
員等

3.30 人

R6目標

S28 50.0%

154
市民
部

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

-

中央公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,040千円

R5予算現額

1,040千円

R4正規職員人件
費

1.19 人

9,522千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.18 人 評価者

～ 9,536千円
並木まちづくりセンター長
吉永　寿久

R4予算現額

65,615千円

R5予算現額

27,093千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円
並木まちづくりセンター長
吉永　寿久

R4予算現額

12,879千円

R5予算現額

13,430千円

R4正規職員人件
費

4.33 人

34,649千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

4.47 人 評価者

～ 36,122千円 所沢図書館長　橋本　浩志

B

R5目標値が未達成の理由・分析

市民の興味・関心のある
テーマで講演会を開催
し、来館を促すことで、
本との接点の場を広げ
た。

期間
会年職
員等

5.5人

R6目標

S39 4.5点

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用し
てもらうため、インターネット及び広報等で情
報を広く提供し、読書活動の推進及び利用の拡
大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等
広報紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の
情報を利用者に周知する。②講演・講座、図書
館まつり（年１回）等の催しを開催する。③季
節やテーマに応じた、図書資料の紹介・展示を
行う。④他の公共施設や地域に対し共同事業等
を実施し、連携を図る。

会年職
員等

5.5人

実績 5点 4.4点
図書館の電算システム再構築事業のため、全
館一斉に17日間の休館をしたこと、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で図書館から離れて
いた利用者の利用が完全には戻っていないこ
と、またコンビニエンスストア図書等取次事
業においてR4年度中に2店舗が取次中止となり
新規店舗との契約ができなかったことなどに
より、実績が目標値に達しなかったと考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①86,644人

②476,607人

③1,407,861点

R5目標 R5実績
図書館への興味・関心を喚起する魅力
ある事業の展開を目指し、利用促進を
図る必要がある。また、広報活動への
取組を通じ、関連施設や地域に働きか
けるとともに、非来館型サービス及び
幅広い世代に向けたサービスへのさら
なる取組について検討していき、魅力
ある図書館づくりを目指す。

R5その他職員従
事割合

4.5点 4.1点

①27事業

②381人

③359人

R5目標 R5実績

地域の課題、地域住民のニーズをアン
ケート等を通して把握し、既存の講座
の見直しや新たな講座を展開してい
く。

R5その他職員従
事割合

99.0% 92.8%

B

成果指標である貸出密度を上
げるためには、前提として利
用者数や登録者数を増やす事
が必要である。 R5年度につい
ては、新型コロナウイルスが5
類感染症に移行となり、徐々
に来館者が戻り、R4年度よ
り、貸出密度の実績数は、若
干下がったが、一斉休館やコ
ンビニエンスストアの取次店
舗の減少等が影響したと考え
られる。今後も広報に工夫を
凝らし、魅力のある事業を開
催し、利用者の増加に努めて
いきたい。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 12,476千円

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間
登録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用されているこ
とを示す指標の一つであることから、貸出密度を指標
とする。年間貸出数を当該年度の人口で割り、１人当
たりの貸出数を算出。
新型コロナウイルス感染症の影響が続いていることか
ら、目標値を下方修正し、R4年度の貸出数から毎年
１％増を目標としてR10年度に貸出密度4.6点を目指
す。

①広報紙の発行、ＨＰを活用した情報発信な
どを行い、図書館事業の周知に努めた。②市
役所関係各課と連携した図書の展示などを行
い、利用の促進を図った。③閲覧席の減席等
各種サービスの制限をほぼ解除し、利用者が
館内に滞在して読書や調べ物ができる環境を
整えた。④講演会や講座を新型コロナウイル
ス感染症拡大前の回数や規模で開催した。⑤
オーディオブックのサービスを開始した。

図書館利用推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

12,379千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,005千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

155
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.9人

R6目標

S58 99.0%

11 住み続けられるまち
づくりを

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展
開することにより、市民の学習意欲の向上、社
会教育の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等
について、系統だった学習内容、方法等を職員
により企画立案、あるいは市民を交えた企画準
備委員会、実行委員会等を設置して事業内容を
検討。広報や市ホームページ等の掲載及びまち
づくりセンターだよりを発行して参加者を募集
し実施する。

会年職
員等

0.9人

実績 99.0% 96.6%

公民館主催事業をコロナ禍以前の形に戻して
実施してきたところ、参加者は戻ってきてい
る。昨年度よりやや実績が落ちたが、講座に
よっては住民の多様なニーズに応えきれてい
ないものもあったかと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

昨年度よりやや実績が落ちた
が、引き続き、地域の課題や
住民のニーズを捉えて、参加
者が満足できるような事業を
展開する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 916千円 ①年間事業数

②講座終了後のアンケート
回答者

③アンケート結果で「満足
及びある程度満足と回答を
得た件数」

左記アンケートで「満足及びある程度満足」
と回答した割合（％）

参加者が事業に対して期待する結果が得られたか
どうか。満足度が高ければ、次の事業・活動への
発展、社会教育の推進が期待できる。

親子向けの講座や大学生・高校生を講
師に迎えた講座、高齢者の悩みを解決
するための講座等、幅広い年齢層を対
象とし、公民館活動の幅を広げた。

並木公民館主催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に社会教育法置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

一
般
会
計

参加住民の社会教育等の向
上に寄与した。

154
市民
部

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

会年職
員等

2.2人

実績 75.0% 30.6%

R4決算額

目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

154
市民
部

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

センター内の掲示板にサーク
ルの案内を貼る、サークルの
製作した作品展示を行うな
ど、サークル活動に興味を持
つ来館者とサークルを繋げら
れるよう工夫を行い、活動の
活性化を促し、稼働率の上昇
に繋がるよう努めた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 65,518千円

①年間利用可能区分数（1日
6区分）（月曜日は4区分）
×部屋数×開催日数

②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率（％）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×１０
０

施設の老朽化等に伴う修繕や改修を随時行
い、施設の利用に支障が生じないよう努め
た。
また、センター内の掲示板にサークルの案内
を貼る、サークルの一覧の配布や閲覧用サー
クル案内を置くなど、サークル活動に興味を
持つ利用者と繋げられるよう工夫を行った。
さらに、サークルの製作した作品展示を本館
及びホール棟で実施した。

並木公民館施設提
供事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則 20,486千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

集団（サークル）による各種学習の場として施
設を提供することによって、住民の学習意欲の
向上と社会教育の推進を図り住民自治の構築を
目指す。

利用が徐々に戻ってきてはいるが、長期間の
休止により活動を再開できず、さらには会員
の高齢化や会員数の減少により解散する団体
もあった。また、施設の老朽化、駐車場の少
なさも要因の一部にある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15,343区分

②4,824区分

R5目標
エレベーターがないことで幼児を連れ
た親子連れや高齢者が利用しずらい現
状がある。施設利用者に影響が生じな
いよう設備導入や維持管理を実施し、
公民館主催事業や地域コミュニティ活
動の拠点として、地域住民が利用しや
すい施設提供に引き続き努めていく。

R5その他職員従
事割合

75.0% 31.4%

参加住民の社会教育等の向
上に寄与した。

期間
会年職
員等

2.2人

R6目標

S58 75.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

11,593千円

R5予算現額

11,458千円

R4正規職員人件
費

0.67 人

5,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.62 人 評価者

～ 5,010千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4予算現額

100,530千円

R5予算現額

85,281千円

R4正規職員人件
費

6.42 人

51,373千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

5.89 人 評価者

～ 47,597千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4予算現額

16,352千円

R5予算現額

16,681千円

R4正規職員人件
費

0.56 人

4,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円 所沢図書館長　橋本　浩志

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①17件

②4,000千円

R5目標 R5実績
施設の老朽化に伴い、緊急を要する修
繕が頻発している。各種点検による修
繕箇所の早期発見を行い、限られた修
繕経費で対応していく必要がある。例
年、計画していた修繕が、緊急的な工
事が発生し優先となるため、行えなく
なる事が課題である。

R5その他職員従
事割合

14件 17件

A

R5年度については、利用者からの相談
を踏まえ、本館における障害者駐車場
を2台に増設するなど、利用者の利便性
に繋がる修繕を行った。今後も、居心
地の良い図書館の環境作りを行ってい
く。

図書館施設維持管
理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

15,882千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

図書館利用者に、安全で
快適に利用できる施設環
境を整え、学ぶ場所を提
供した。期間

会年職
員等

0人

R6目標

S55 14件

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、
利用者に提供するという目的が実現できてい
るかを図る数値として、資料の回転率を指標
とした。人口規模が同一の市立図書館で、資
料回転率が平均「1.9」であることから、目標
値を「1.9」に設定した。(『日本の図書館
2023』より全国平均を算出）

期間
会年職
員等

3.45人

R6目標

H17 37,100点

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取
次を行い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等
から図書等の予約を受付け、用意できた際に、
電子メール又は電話にて連絡し、貸出処理をし
て取次店へ配送。利用者は、当該予約図書等を
取次店で受取・返却できる。

会年職
員等

3.45人

実績 53,500点 39,937点
R4年10月末に、比較的利用の多い2店舗が取次
中止となり、新規店舗との交渉を行ったが契
約に至らなかったため、実績が目標値に達し
なかったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20,507人

②32,254点

R5目標 R5実績
取次店舗拡大を図るため、コンビニエ
ンスストア本社及び店舗との交渉をす
すめる。また、更なるサービス拡大に
向け、取次業務が可能な施設等の調査
研究を進める。

R5その他職員従
事割合

46,000点 32,254点

B

限られた予算を計画的に使
い、来館者の安全及び利便性
に配慮しながら、優先順位を
つけ修繕を行った。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
重要 自治事務 15,784千円

H17年度から始まったこの事業
は、図書館を利用することが
困難な方のために、コンビニ
エンスストアで予約図書など
の受取りや返却ができる所沢
市独自のサービスである。R5
年度も約32,000冊・点の貸出
実績があり、欠かす事の出来
ないサービスとして定着して
いる。しかし、R4年度に2店舗
が減となったため、新規店舗
との交渉を進めたが、新たな
契約に至らなかった。今後、
契約に至らなかった理由を分
析し、契約に繋がる契約条件
の検討や、新たな業種への働
きかけなど、契約店舗数の増
加に努めていきたい。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
重要 自治事務 10,175千円

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

年間貸出数

市民が、コンビニエンスストア図書等取次
サービスを活発に利用していることを示す数
値として年間貸出数を指標とする。店舗側の
事情で取次中止となったり、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で減少した貸出数につい
て、前年度比15%増の数値を目標とし、事業の
拡大を図りたい。

コンビニエンスストア本社や営業所と
積極的に連絡をとり、候補店舗に出向
いて業務説明を行った。

コンビニエンスス
トア図書等取次事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

9,663千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

155
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

様々な理由で図書館に来
られない方々に対し、本
を借りる場所を提供して
いる。

155
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

資料回転率については、蔵書
数が微増しているため、年間
貸出数を増やす事が求められ
る。一方で、除籍が除籍基準
に基づき、適切に行われてい
るかも精査が必要である。ま
た、リサイクル本の提供は、
効果的な再利用の方法とし
て、拡充できれば望ましい。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
- 自治事務 94,062千円

①蔵書数（図書・雑誌・紙
芝居・視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除
く））

①「第2次所沢市図書館ビジョン」に基
づき、特に郷土資料や所沢ゆかりの作
家の著書などの整理をすすめた。②除
籍を効率的に行い、図書の新鮮度を図
るとともに、市民の方へリサイクル図
書の提供を行った。

図書資料等収集整
備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則 83,028千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資する
図書館資料、情報の収集を行い、利用者に提供するこ
とを目的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考慮
し、資料を選択収集する。②資料保存　残すべき資料
を選び、次の世代・時代に受け継いでいく。③資料管
理　電算システムにより、管理を行なう。④資料整理
資料に書誌（分類・書名・著者・金額等）データを付
与し、フィルムコーティング等の装備を行う。⑤資料
除籍　除籍資料は、幼稚園・小中学校等公共施設及び
市民にリサイクルする。

会年職
員等

0人

実績 1.9回 1.5回
新型コロナウイルス感染症の影響下で電子書
籍等の普及の影響や、蔵書数が微増したこ
と、図書館電算システムの更新のため、全館
一斉休館があったこと等が影響し、目標には
届かなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,088,827点

②33,373点

③24,103点

R5目標 R5実績
「第2次所沢市図書館ビジョン」に基づ
き、様々な課題を解決するため、幅広
く質の高い資料等の収集・整備を計画
的に継続して行っていく。一定期間を
経過した資料については、除籍し、学
校等公共機関及び市民の方へのリサイ
クル図書として提供を継続的に行い、
資料を適正管理する必要がある。

R5その他職員従
事割合

1.9回 1.4回
様々な種類の本を蔵書
し、利用者の多種多様な
要望に応えている。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S39 1.9回

155
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮し
た保守・修繕が計画的に行われているかを測
る数値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適
な利用に配慮し、環境の維持に努めていきた
い。

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、
定期的に実施する施設管理委託事業（日常・定
期清掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点
検、水質検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定
等）、施設や設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用で
きる施設環境を確保するとともに、図書資料等
を適切に管理し利用できる施設を維持するこ
と。

会年職
員等

0人

実績 14件 10件

目標達成済



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

332,622千円

R5予算現額

339,971千円

R4正規職員人件
費

1.56 人

12,483千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.28 人 評価者

～ 10,344千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4予算現額

2,917千円

R5予算現額

2,941千円

R4正規職員人件
費

1.41 人

11,283千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.51 人 評価者

～ 12,202千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4予算現額

50,579千円

R5予算現額

60,524千円

R4正規職員人件
費

4.29 人

34,329千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

5.07 人 評価者

～ 40,971千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

あらゆる機会をとらえて
子どもたちが読書に親し
む環境を整えることによ
り貢献した。期間

会年職
員等

2.9人

R6目標

S39 472,000冊

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書
活動を行うことができるよう、「第３次所沢市
子どもの読書活動推進計画」に基づいて子ども
向け事業、学校との連携事業等を実施し、利用
の拡大を図る。①子どもの読書活動推進連絡会
の開催②おはなし会・かがくあそび等子ども向
け行事の開催③一般向け普及・啓発事業の開催
④学校との連携事業の実施⑤小中学生・保護者
に読書アンケートの実施⑥学校業務連絡便の運
行⑦ブックリスト「本がいっぱい」の発行、小
中学校への配布⑧子ども向け広報紙の発行

会年職
員等

2.9人

実績 489,000冊 448,291冊
対象年齢層の人口減少により年間貸出数が減
少したこと、その他、児童生徒に一人1台端末
の配布により、学校での図書による調べ学習
の比重が減ったことも原因の一つと考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12,174人

②11,190冊

R5目標 R5実績
対象年齢層の人口減少等に考慮しつ
つ、関係各課と連携しながら第4次所沢
市子どもの読書活動推進計画をすすめ
ていく。R5その他職員従

事割合

指標となる児童資料貸し出し
数については、対象年齢層の
人口減少や、児童生徒への端
末の配布により、図書による
調べ学習の機会が減ったこと
から、目標に達しなかったと
推察する。子どもの読書活動
の推進に当たり、引き続き、
読みきかせやブックトークな
どを通じて、子どもたちに読
書を身近なものに感じてもら
い、児童資料の貸出し数の増
加に努めていきたい。今後も
「第４次所沢市子どもの読書
活動推進計画」を踏まえ、学
校をはじめ、様々な関係部署
と連携を密に図り、子どもの
読書活動の推進に向けて努め
ていきたい。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
重要 自治事務 2,809千円

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）

過去10年間で最も高いH27年度の貸出実績が
488,789冊であったため、R5年度まで、この
数値を目標としていた。R６年度からは、対象
年齢層の人口減少を鑑み、過去5年間で最も高
いR3年度の貸出実績の471,428冊を目標とし
てサービスの維持・向上を図る。

「第3次所沢市子どもの読書活動推進計
画」の総括をし、その課題を踏まえて
「第4次所沢市子どもの読書活動推進計
画」を策定した。

子どもの読書活動
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,892千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

489,000冊 412,788冊

B
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24 780,000人

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経
費の節減を図る。７館すべての分館において祝
日開館とし、平日、所沢分館は１９時、新所沢
分館は２１時まで、狭山ケ丘分館は木曜日１９
時までの開館により、利用者の利便性向上を図
る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設とし
て、所沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規
則の規定に基づき、市立図書館としてのサービ
スの提供等を行う。図書館における管理運営業
務、施設維持管理業務。

会年職
員等

0人

実績 800,000人 700,863人
新型コロナウイルス感染症対策を徹底してい
ることが安心につながっていることや、医療
に関する法律上の位置づけが5類感染症に変更
されたことに伴い、来館者がR3年度と比較し
て増えたもののR４年度より減少した。貸出利
用者数・貸出数ともに減少しているため、新
型コロナウイルス感染症の影響で図書館から
離れていた利用者の利用が完全には戻ってい
ないことが原因で実績が目標値に達しなかっ
たと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①347,670人

②1,079,584点

R5目標 R5実績
運営及び指定管理状況等について、本
館職員による年4回の定期的なモニタリ
ングを図書館分館全館で実施して点
検・評価を行い、良質な図書館サービ
スを継続して提供できるよう努める。

モニタリングなどを行う
ことにより、各分館のレ
ベルが上がり、市民によ
り良いサービスを行うこ
とが出来る。

成果指標である来館者数については、
R4年度・R5年度ともに、目標に達して
いない　奉仕業務は、市民に対して適
切な対応が求められる、図書館業務の
基本業務である。選書から貸出しま
で、職員の専門性を発揮し、業務を遂
行する必要がある。殊にレファレンス
業務は、経験や知識が求められるた
め、職員の人材育成を図る必要があ
る。現在、国立国会図書館レファレン
ス協同データベースへの掲載を積極的
に進め、国立国会図書館より、一定の
基準を満たし、評価（お礼状）を得て
いる。今後、更にレファレンス数を増
やしながら、質の向上を目指してい
く。また、最近は、対面朗読などのハ
ンディキャップサービスへの要望も増
えているため、ボランティアの育成
等、受け入れ体制の整備を進める必要
がある。

R5年度に改善した点

R5その他職員従
事割合

800,000人 684,356人

R5年度、年間の来館者数につ
いて、目標値には達しなかっ
たが、指定管理者制度移行後
は、全館で祝休日開館が行わ
れるなど、利用者にとっての
サービスの向上が図られてい
る。分館においては、偏るこ
となく、均一で良質なサービ
スを提供するために、本館職
員が定期的に、年4回モニタリ
ングを行っている。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
重要 自治事務 327,119千円

①貸出利用者数（分館の
み）

②貸出数（分館のみ）

分館での年間来館者数

利用者サービスの充実を示す指標の一つであ
る来館者数を指標とする。利用者サービスの
向上が、来館者数増につながると考える。
過去5年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的
な提供に努めたい。

・指定管理者制度が第3期の2年目とな
り、充実した均一で質の高いサービス
の提供を目指し、安定した運営が保た
れるよう、調整・指導した。
・第9期図書館電算システムの再構築に
より、電子書籍のサービスが開始する
など、新しいサービスを提供すること
で、利用者の利便性が向上した。

所沢図書館分館施
設管理運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則、地
方自治法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

329,203千円

R5目標値が未達成の理由・分析

B155
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

156
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

250,000人 186,592人

156
教育
総務
部

４．質の高い教育をみんな
に

- 自治事務 49,100千円
①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間
予約受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

来館者数（本館） 本館の役割として、調査、読書相談、資料の
館内利用等の事業が重要となってきているこ
とから、来館者数を指標とする。R６年度は全
照明LED化及び高天井の落下防止工事のため8
カ月間休館することから目標値を下げてい
る。

①調査・研究を目的とした図書館利用に対応する
ため、各種データベース情報等のレファレンス・
ツールの充実・活用を図った。②利用者への課題
解決支援サービスの周知を図るため、図書館ＨＰ
においてレファレンス事例を公開するとともに、
国立国会図書館レファレンス協同データベースへ
も積極的に掲載した。③視覚に障害のある方への
サービス周知のため、「所沢市障害者福祉ガイ
ド」に情報を掲載、館内でのポスター掲示やチラ
シ配布を行った。また、対面朗読奉仕者の募集・
採用を行い、サービスの拡充を図った。

館内奉仕事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則 49,296千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報
を提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵
本）を個人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供
する。②ＣＤ・ＤＶＤを個人に対し、貸出利用
に供する。③図書館資料について充分な知識を
持った職員が、問い合わせ・読書相談や利用の
ための相談に応じる。④視覚に障害のある方に
対して対面朗読サービスや録音図書を提供す
る。

会年職
員等

20.35人

実績 250,000人 193,384人
図書館の電算システム再構築事業のため、全
館一斉に17日間の休館をしたこと、スマート
フォンやパソコン等の普及により、簡単な情
報や電子書籍等が手軽に入手できるようにな
り、図書館に来館して本を借りたり、調べも
のをする機会が少なくなったなどが要因であ
ると考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①274,999点

②13,225点

③280件

R5目標
身近な生涯学習の拠点として、情報・
資料等の充実を図り、その活用法を広
く市民に発信する必要がある。職員の
質の向上に努め、今後は質の高い確実
な情報が入手できる図書館の活用につ
いて、広報に努めていく。

R5その他職員従
事割合

市民の課題解決に対し支
援を行っている。

期間
会年職
員等

20.35人

R6目標

S39 83,000人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

21,307千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.53 人

4,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

31,080千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.45 人

3,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.94 人 評価者

～ 7,596千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

5,406千円

R5予算現額

2,728千円

R4正規職員人件
費

1.50 人

12,003千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.49 人 評価者

～ 12,041千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H7 34,600人

災害対策本部設置訓練、防災関係機関等と市に
よる大規模訓練（隔年実施）、各地区自治会・
町内会や自主防災組織による自主防災活動訓
練、現地災害対策本部設置訓練、指定避難場所
参集訓練の5つの訓練形態で実施する。訓練日
は、原則として防災の日である9月1日前後3日間
の土曜日に開催する。　なお、自主防災活動訓
練に対して、各行政区ごとに交付金を交付して
いる。

会年職
員等

0人

実績 33,600人 37,730人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 36,355人

② 39会場

R5目標 R5実績 市民の行う訓練に対しては、従前より行って
いる避難誘導訓練や避難者名簿作成訓練な
ど、より実効性の高い内容に変更するととも
に、職員の行う訓練についても、BCPの実
践・検証を行うなど、より実践的な内容に段
階的に変更する。
また、出前講座や広報紙等の啓発活動を通
じ、防災訓練への関心や参加を促すととも
に、市職員全員の訓練参加を目指す。

R5その他職員従
事割合

34,100人 36,355人

A

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 5,041千円

①総合防災訓練参加者数

②自主防災活動訓練実施場
所

市民及び関係機関、職員の参加者合計 訓練参加者数の増加を図る。

災害対策本部訓練は、一般財団法人消防防災
科学センターから講師を招致し、災害対策本
部としての対応のあり方について講義及び図
上訓練を行った。
自主防災活動訓練においては、新型コロナウ
イルス感染症の感染症法上の位置付け変更に
伴い、令和４年度に中止していた給食訓練を
再設定するとともに、臨時災害ＦＭ放送受信
訓練を新規訓練として追加した。

総合防災訓練事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢市災害対
策本部要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,572千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標台数を確保できたため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
- 自治事務 20,845千円

①更新整備実施台数 消防団車両適正台数の確保
複雑多岐にわたる災害に対処できる消防団体制の
維持・強化を図る。

令和５年度は車両の更新なし。
令和６年度の車両更新に向けて、令和
５年９月以降の騒音規制にあわせて仕
様を作成した。

消防車両更新整備
事業（消防団車両
のみ）

根拠法令

令和５年度の入団者数は２０
人となったものの、退団者数
が２４人となり、団員数が減
少したため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
- 自治事務 22,279千円

R5決算額（見込
み）

消防組織法、消防力の整備指針 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

消防の任務である国民の生命、身体及び財産を
火災から保護するとともに、火災又は地震等の
災害を防除し、これらの災害による被害を軽減
するために消防団車両の適正な維持管理を図る
べく、所沢市消防団車両管理要綱第２０条に基
づき各分団（全１０個分団）の消防団車両を１
６年毎に更新するものである。

会年職
員等

0人

実績 10台 10台

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①０台

R5目標 R5実績

車両積載資機材について、大規模災害
発生時に活用できる資機材を都度検討
し、導入に配慮していく必要がある。

R5その他職員従
事割合

10台 10台

消防団車両の更新により、
地域の消防力の維持につな
がった。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29 10台

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

期間

R4

目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

消防組織法、消防力の整備指針 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

全国的な消防団員数の減少や多発化・激甚化する災害
に対応する消防団員の負担が増加していることを踏ま
え、消防庁は消防団員数の確保を目的とした「消防団
員の処遇等に関する検討会」を開催した。その結果、
消防団員の処遇改善のため従来の出動手当が見直さ
れ、出動報酬の創設等が決定された。
　所沢市においても、消防団員の処遇の改善を図るべ
く、出動、訓練、その他の活動の実態に応じた報酬及
び費用弁償の支給を行えるよう条例を改正し、今後の
消防団員数の減少に歯止めをかけるものである。

会年職
員等

0人

実績 3人増加 12人減少

少子高齢化の進行やサラリーマンの増加な
ど、就業形態の変化に伴い減少傾向にあり、
結果充足率の低下につながった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20人

②24人

R5目標

市内公共施設や店舗等へのポスター掲
示を継続するとともに、より高い効果
を得るため、入団が見込める若い世代
が多く集まるイベントでのPR活動の実
施を検討していく。

R5その他職員従
事割合

3人増加 5人減少

消防団員を確保することに
より、地域の消防力の維持
につながった。会年職

員等
0人

R6目標

3人増加

①入団者数

②退団者数

消防団員の増減数
（入団者数－退団者数）

本事業は団員数の減少に歯止めをかけることにあ
り、処遇改善により入団者数を増やすこと、また
退団者数を減らすことにより、相対的に増加を目
指すもの。

市民フェスティバルでの入団促進キャ
ンペーン、２０歳のつどいの会場での
PR活動を実施、市民に広く周知を図っ
た。

消防団員の処遇等
向上推進事業（消
防団入団促進事業
の一環）

根拠法令
R5決算額（見込
み）



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,159千円

R5予算現額

1,489千円

R4正規職員人件
費

0.75 人

6,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.59 人 評価者

～ 4,768千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

0千円

R5予算現額

1,749千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

ー

R5予算現額

ー

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 1回

大規模災害発生時に住民への情報発信手段の一
つとして、本市が保有する装置にて臨時かつ一
時的にＦＭ放送局を開設するもの。

会年職
員等

0人

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

R5目標 R5実績

今後も継続的に訓練を実施していくこ
とで、災害時迅速な開設が行えるよう
にするとともに、市民の方への周知・
啓発を行うことで、災害時、臨災ＦＭ
で災害情報が得られるということを多
くの方に知ってもらう。

R5その他職員従
事割合

1回 1回

A

計画通り、訓練実施回数を達
成しているため

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 0千円

①訓練実施回数 臨時災害ＦＭ放送局開設訓練実施実績
毎年訓練を実施することで、災害時迅速な開設が
行えるようにするため、実施実績を指標とした。

令和５年度から事業開始

臨時災害FM放送局
開設事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

放送法　電波法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,749千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H7 2回

住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓
練や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交
付する。また、交付金により防災意識の普及啓
発のためのリーダー養成講座等を開催し、自主
防災活動を促進する。

会年職
員等

0人

実績 1回 2回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2回

R5目標 R5実績

リーダー養成講座に関して、地区によ
り参加人数に隔たりがある。
このため、会場の制限人数内でなるべ
く多くの方へご参加いただけるよう今
後も調整を行っていく。

R5その他職員従
事割合

2回 2回

A

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 867千円

①リーダー養成講座の開催
数

リーダー養成講座の開催実績
自主防災組織の育成を図る観点の指標として、
リーダー養成講座の開催実績を指標とした。 市民フィスティバルに所沢市自主防災

会連合会が参加し、防災意識の普及啓
発活動を行った。

自主防災組織育成
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法、所沢市自主防災組織資機材交付要綱、所
沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

880千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

161
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6回

②対象外(操法大会実施がな
い年)

R5目標 R5実績

災害時を想定した、より実践的な内容
の訓練を実施していく。

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点

- 自治事務 ー
①分団個別強化訓練実施回
数(奇数年度）

②操法大会にかかる訓練参
加延べ人数(偶数年度）

①訓練実施回数または②訓練参加人数実績

R5その他職員従
事割合

6回（個別訓練） 6回（個別訓練）

期間
会年職
員等

関係法令を踏まえ、消防団の行う様々な訓練を
災害対策訓練事業として包括的に実施すること
で、より一層消防団を中核とした地域防災力の
充実強化を図ることを目的とする。

会年職
員等

0人

消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に
関する法律、消防力の整備指針

11 住み続けられるまち
づくりを

地域防災力の強化

実績 ー ー

0人

R6目標

H25
2500人以上（訓練参
加延べ人数）

分団個別強化訓練及び操法大会にかかる訓練を実
施することにより、消防団の資質向上、地域防災
力の強化を図る。 消防団災害対策訓練事業としては、令

和５年度開始

消防団災害対策訓
練事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

ー

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

36,417千円

R5予算現額

14,476千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.49 人 評価者

～ 3,960千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

8,072千円

R5予算現額

6,924千円

R4正規職員人件
費

0.69 人

5,521千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R4予算現額

8,974千円

R5予算現額

9,665千円

R4正規職員人件
費

0.49 人

3,921千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.69 人 評価者

～ 5,576千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H7 90,000食

市内６３箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫お
よび西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイ
レ、カセットコンロ・ボンベ、車椅子、担架、
投光機などを備蓄する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎え
るものから順次、防災訓練や出前講座等で使用
する。
　投光機、カセットガス発電機の年次点検を行
う。

会年職
員等

0人

実績 90,000食 90,000食

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①90,760食

②18,324食

R5目標 R5実績

配備してから年数が経過している毛布
や衛生用品の更新を検討していく。

R5その他職員従
事割合

90,000食 90,760食

A

備蓄計画通り履行できている
ため

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 8,413千円

①年度末備蓄食糧

②単年度購入食料

年度末備蓄食料数（食）

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝27,000人×3食×3日＝19,800
食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

生産終了となった食料について、更新
の際に、幼児、高齢者などに対応でき
るよう新しい食料の検討を行った。

応急物資備蓄・保
守事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

8,674千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

163
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28 1基

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置
している。そのほとんどが設置から２０年以上
経過しているため、経年劣化による腐食や雨漏
り等が激しく、修繕での対応が困難である。老
朽化しているものから順次更新していくもので
ある。

会年職
員等

0人

実績 1基 1基

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1基

R5目標 R5実績

倉庫の更新に合わせ、避難所施設内等
の活用についても随時見直ししてい
く。

R5その他職員従
事割合

1基 1基

A

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 7,087千円

①更新数 更新数
更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて目標を
設定している。 更新の優先順位が妥当かどうか現地を

確認し、雨による雨漏りの影響を受け
た備蓄倉庫に施工場所を変更した。

防災倉庫等整備・
管理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

6,777千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

163
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S62 100.0%

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2種類
があり、移動系無線については、災害対策支部となる
各まちづくりセンター及び関係課へ半固定型の無線機
を18箇所に設置、可搬型の無線機を関係課4箇所に配
備し、災害時に電話が不通になった場合の連絡手段と
して活用するものである。
固定系無線については、指定緊急避難場所等（111箇
所）に設置しており、主に災害対策本部から各指定避
難場所等への情報伝達手段として活用するものであ
る。これらの防災行政無線が常時正常に作動するよ
う、維持管理を行っている。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①365回

②12回

R5目標 R5実績

固定系無線については前回更新から10
年以上が経過し、老朽化していること
から、適切な更新を実施し、機器の安
定稼働を図る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A

維持管理を適正に行っている
ため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 35,204千円

①機能確認回数【固定局】

②機能確認回数【移動局】

防災行政無線の正常稼働率（％）
【正常稼働日数／年間放送数】

防災行政無線からの放送は、災害時における重要
な情報伝達手段の１つであるため、常に正常に稼
働している状態を維持する。 屋外子局について、不具合等に対処

し、適切な修繕を実施した。

防災行政無線整
備・管理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（固定系）運用
要綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

13,504千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

162
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

4,000千円

R5予算現額

4,000千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.28 人 評価者

～ 2,263千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

189千円

R5予算現額

541千円

R4正規職員人件
費

1.05 人

8,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

920千円

R5予算現額

2,652千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円 防犯交通安全課長　足立啓

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H16 221

犯罪や事件の発生を防止するため、行政と地域
が一体となって事業を推進し、市民の安全で安
心な生活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るため防犯講
座を開催。
②防犯パトロールを実施する自治会・町内会・
ボランティア団体等の自主防犯団体に対し、防
犯資器材の貸出しを行う。
③防犯フェア等を開催し、情報提供やボラン
ティア団体の紹介等により啓発活動を実施。
④防犯啓発グッズの配布や様々な広報媒体等に
より防犯意識の高揚を図る。

会年職
員等

0人

実績 221 221

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①602個

②2,810枚

③42人

R5目標 R5実績

自主防犯団体活動を実施する地域住民
の高齢化と、コロナ禍で活動を自粛し
ていたことによる防犯活動の担い手の
減少が懸念される。このため、所沢警
察署とも連携を強め、自主防犯団体の
活動支援をより強化していきたい。

R5その他職員従
事割合

221 221

A

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で停滞傾向にあった
自主防犯団体の活動が令和3年
度から再開された。
令和4年度と比較すると資機材
の貸与数も増加し、さらに活
発であった。
今後も防犯意識の向上につな
がるよう自主防犯活動の支援
等をしていく。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 689千円

①パトロール用品の貸出数

②防犯啓発物の配布数(いか
のおすしクリアファイル)

③防犯講座の受講者数

自主防犯組織数

自主防犯組織が存在することにより、地域の防犯
意識が高揚し、犯罪や事件の発生防止につながる
ことから、自主防犯組織の数の維持を指標とす
る。

防犯指導者養成講座について、従来、座学及び
フィールドワーク（防犯パトロールを実際に町
で行い、防犯上危険な箇所を調べる）を実施し
ていた。このフィールドワークは、参加者を班
分けしそれぞれに職員が1名引率という形で実
施していたが、引率できる人数に限りがあるこ
とから、講座の参加人数に制限を設けていた。
令和5年度は座学のみにすることで人数制限を
緩和した結果、昨年対比で参加者が10名増加し
た。

地域安全活動推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市防犯のまちづくり推進条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,458千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

171
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

管理不全な空き家を減らす
ことで安全かつ快適な住環
境をつくることに貢献し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H22 80.0%

空き家等が放置され管理不全な状態になると、
犯罪や放火を招く恐れがあることから、近隣住
民が安心して生活できるよう生活環境の保全と
防犯のまちづくりを進めるため、所有者に適正
管理を求めている。

会年職
員等

0人

実績 80.0% 79.1%

相談を受けた案件が解決に至るまでには、相
当期間が必要であるが、令和5年度末に受理し
た件数が多く年度中に解決に至らなかったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①167件

②124件

R5目標 R5実績

空き家を所有し管理に困っている相談
者に対して積極的に利活用の周知を図
る。
条例改正を行い、空き家の早期解決を
行えるよう他課と調整し対応してい
く。

R5その他職員従
事割合

80.0% 74.2%

B

土地所有者と建物所有者が異
なるケースなど、年々解決困
難な事例が増えてきており、
相談件数は令和4年度(139件)
と比較して増加した。
今後は、他市の対策を参考に
効果的な手法を実施してい
く。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 151千円

①当該年度の空き家につい
ての相談受理数

②当該年度に適正管理が行
われた件数

解決率（％）
（解決件数／受理件数）

空き家に関する相談受理数に対しての解決率を指
標とする。 年度末に、過年度を含む未解決案件に

ついて再度現地調査及び指導等を行
い、解決件数を増やした。

空き家対策事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

94千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

171
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

犯罪や事件の発生を防止
し、安全で安心な生活を確
保することに貢献した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S52 1944

市民の防犯意識を高め、犯罪を起こさせにくい
地域環境づくりを推進することで、犯罪の発生
を未然に防止し、安全で安心なまちづくりを推
進する。
①地域安全活動推進週間にあわせ市内主要駅等
で街頭キャンペーンを実施。
②所沢市防犯のまちづくり市民大会を開催し功
労者等の表彰を行う。
③青色回転灯装着パトロール車によるパトロー
ルを実施。
④地域安全ニュースを発行し、防犯情報を提供
する。

会年職
員等

0人

実績 1657 1656

県内でも増加傾向にある自転車盗難が多発し
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①160回

②4回

③開催した

R5目標 R5実績

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察
署及び防犯協会各支部と連携し、更な
る啓発活動等に努めていく。

R5その他職員従
事割合

1656 1944

B

自転車盗難が多発したことに
より、刑法犯認知件数が増加
したため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 4,000千円 ①青色回転灯装着パトロー

ル車によるパトロール実施
回数

②防犯街頭キャンペーン実
施回数

③所沢市防犯のまちづくり
市民大会の開催

市内の犯罪発生件数
本事業の目標は、犯罪発生の未然防止であること
から、市内の前年度の犯罪発生件数より減少させ
ることを指標とする。

自転車盗難が多発したことから、所沢
警察署と協力し、市広報等を活用して
注意喚起を促した。

防犯協会交付金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市防犯協会交付金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

4,000千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

171
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

犯罪発生を減らすことによ
り、市民の安心安全なまち
づくりに貢献した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

13,593千円

R5予算現額

13,593千円

R4正規職員人件
費

0.95 人

7,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.93 人 評価者

～ 7,515千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

2,139千円

R5予算現額

1,261千円

R4正規職員人件
費

1.41 人

11,283千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.34 人 評価者

～ 10,829千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

16千円

R5予算現額

16千円

R4正規職員人件
費

0.29 人

2,321千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.28 人 評価者

～ 2,263千円 市民相談課長　守谷　秀明

消費者が商品を購入する際
の安全性の確保及び自主的
かつ合理的な商品の選択の
機会の確保に努めた。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H13 100.0%

品質表示等の適正化を図り、消費者の安全・利
益を確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務
遵守がされているか確認するため、立入検査を
実施する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①723個

②0個

③723個

R5目標 R5実績

消費者の安全と利益の確保のため、可
能な限り立入検査を実施していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A

新型コロナ感染症の影響で計
画どおり立入検査を行うこと
が出来ていなかったが、令和4
年度から実施することが出来
ている。表示の適正化は消費
者の安全と利益の確保のため
身近で大切なものであるた
め、立入検査を実施し、表示
義務の遵守を確認することが
出来た。

R5年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
重要 法定受託事務＋附加 1千円 ①家庭用品・消費生活用製

品・電気用品の立入検査に
おける検査個数

②食品表示表における表示
調査の調査個数

③適正表示数

適正表示率（％）
（適正表示数÷検査・調査数×100％）

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保する
ため、適正表示率を指標とする。

家庭用品・消費生活製品・電気用品の
立ち入り検査実施にあたり、前回実施
した店舗より間隔が空いている事業所
を選定し実施した。

消費生活に関する
表示の適正化事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用品品質表
示法に基づく事務処理要領、外

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

173
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H14 100.0%

適正な計量の実施を確保することを目的とし、
取引又は証明用に使用する計量器の定期検査、
計量器使用事業所への立入検査を実施する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 99.7%

事業所における風袋設定の誤りや商品の自然
乾燥による内容量の減少により、不適正商品
が有った為。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①902個

②404個

③401個

R5目標 R5実績

計量制度の知識や技術の承継が課題で
はあるが、組織的な協力体制によっ
て、人員不足を補い、短期計量教習を
受講し今後の計量事務の承継につなげ
ていきたい。

R5その他職員従
事割合

100.0% 99.3%

A

商品量目立入検査を継続的に
実施し、不適正事業所を監視
することにより、事業者への
適正計量の意識を高めるとと
もに目標値はほぼ達成してい
る。
電気、水道、ガスメーターな
ど、消費者の身近なところで
計量器が使用されていること
から、暮らしの安心・安全を
守る計量制度の信頼性を損な
うことが無いよう、適正な計
量の実施に努めている。

R5年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
重要 自治事務 1,674千円

①定期検査
（定期検査受検器物数）

②商品量目立入検査
（量目検査商品数）

③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
（適正商品数÷量目検査商品数×100）

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査に
おける適正計量率を指標とする。

定期検査の受検漏れを防ぐためイン
ターネットや広告等により、新規受検
対象事業所を拾い出し、定期検査の受
検を促した。

計量検査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
計量法、所沢市計量法関係手数料条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,119千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

173
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

消費者への情報提供によ
り、消費者と事業者の間の
情報量や交渉力の格差を埋
めることで、公正・健全な
社会の発展に寄与した。

期間
会年職
員等

6人

R6目標

S47 100.0%

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を
確保することを目的とする。
電話又は面接により消費生活相談員が消費者と
事業者との取引や契約に関する相談を受け、相
談者自身で自主交渉できるよう助言や情報提供
を行う。相談内容によっては、他の専門相談窓
口への紹介や事業者との解決に向けた「あっせ
ん」を行う。

会年職
員等

6人

実績 100.0% 96.0%

相談者と連絡が取れなくなり処理が不能に
なったもの、消費者被害に遭いそうになった
など情報の提供をしただけ等、処理を望まな
い処理不要があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,286件

②2,163件

③123件

R5目標 R5実績

新手の消費者被害の未然防止、高齢者
など配慮を要する方、そして見守る
方、若年者など幅広い層からの消費生
活相談に対応することが出来るよう積
極的な研修受講などにより相談員のス
キルを高めていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 94.6%

A

相談件数は県内でさいたま
市、川口市に次ぐ件数である
が、成果指標である相談解決
率は高い水準を維持できてい
る。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 12,601千円

①相談件数

②解決件数

③処理不能・処理不要件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×100）

消費者と事業者との消費問題を解決することが消
費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確保
することにつながるため、相談解決率を指標とす
る。

複雑化する消費者トラブルに対応して
いくため、国民生活センターの研修受
講、その他自主的な研修受講を行い相
談員の資質向上を図った。

消費者相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談実施要領、
所沢市市民相談員設置要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

12,510千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

173
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

長く住み続けられるまちづ
くりのため、適正な計量を
実施することによって、市
民の安全を確保したい。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,463千円

R5予算現額

1,463千円

R4正規職員人件
費

0.79 人

6,322千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.77 人 評価者

～ 6,222千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

59,338千円

R5予算現額

61,157千円

R4正規職員人件
費

1.15 人

9,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.12 人 評価者

～ 9,051千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

3,542千円

R5予算現額

3,400千円

R4正規職員人件
費

0.75 人

6,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円 防犯交通安全課長　足立啓

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S39 30人

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通
ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣
付け、交通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力
し、交通安全パレードや街頭における交通安全
啓発活動等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安
全啓発活動を行う。

会年職
員等

0人

実績 50人 48人

コロナ禍での外出自粛等の影響により、令和2
年度から令和3年度にかけて死傷者数は大きく
減少したが、令和4年度以降は外出する機会が
増えたことにより、減少数は目標未達となっ
た。ただし、コロナ禍前の令和元年度と比較
した場合は、296人減少している。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①286人

②889人

③4人

R5目標 R5実績

市内の事故傾向を分析し、それに応じ
た啓発活動を実施することでより効果
的に事故死傷者の減少を図る。

R5その他職員従
事割合

50人 30人

B

目標未達ながらも負傷者数は
減少しているので、引き続き
交通安全関係団体と連携を図
りながら各季の交通安全運動
に加え、市内の事故傾向に応
じた交通事故防止の啓発活動
していく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 3,494千円

①交通安全運動参加人数

②交通事故発生(負傷者数）

③交通事故発生(死亡者数）

死傷者数の減少 前年より死傷者数を減少させること。

交通事故防止啓発活動において、コロ
ナ禍以降、高齢者が中心の交通安全団
体には参加を自粛いただいていたが、
R5年度は無理のない範囲で参加いただ
き、R4年度より参加人数を増やすこと
ができた。

交通安全運動推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,396千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

181
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

交通安全教室を通じて、交
通安全意識の向上と事故の
怖さを伝えることができ
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S47 130回

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全
教室等を実施することによって、交通事故を未
然に防ぎ、減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通
安全教室等の実施及び小学校通学路の危険箇所
等に交通指導員を配置し、立哨指導を行ってい
る。
・福祉施設での交通啓発活動を実施する。

会年職
員等

0人

実績 130回 114回

新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置
付けが5類感染症に変更したことに伴い、保育
園・幼稚園や小学校の交通安全教室は申請ど
おりに実施できたが、高齢者などの一般から
の交通安全教室の申請がなかったことから、
コロナ禍以前までの実施回数まで回復しな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21,801人

②126回

③26回

R5目標 R5実績 新型コロナウイルス感染症の感染法上
の位置付けが5類感染症に変更されたこ
とに伴い、保育園・幼稚園及び小学校
の交通安全教室はコロナ禍以前のよう
に実施できるようになったため、中学
校や自治会、高齢者などの一般に向け
た交通安全教室をコロナ禍以前の水準
に戻せるようにする。

R5その他職員従
事割合

130回 126回

B

交通安全教室はコロナ禍より
も実施回数が増加したが、コ
ロナ禍では高齢者向けの交通
安全教室が実施出来ず、その
後も実施出来ていないことか
ら、高齢者を対象にした交通
安全啓発が必要である。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 50,083千円

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許
制度に基づく講習回数

交通安全教室及び子供自転車免許制度に基づ
く講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、自転車の事故
によるものが増加している。交通事故を減らすた
めには、幼児・小学生・高齢者を対象とした交通
安全教室等の実施が必要である。コロナ禍により
講習回数が減少した時期があり、回復傾向である
ことを考慮して目標を設定した。

新型コロナウイルス感染症の感染法上
の位置付けが5類感染症に変更された
が、申込団体の新型コロナウイルス感
染症に対する考え方など、要望に応じ
た柔軟な交通安全教室を実施すること
ができた。
また、交通安全教室を実施するために
可能な範囲で申込団体が希望する日程
で実施することを心がけた。

交通安全教育推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
交通安全対策基本法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

50,222千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

181
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

交通安全に関する啓発活動
を実施し事故防止に努め
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S47 15回

日常生活を送る中で発生する、様々な消費者問
題に対応できる消費者を育成することを目的と
する。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考
え、判断しうる能力を高めることにより、消費
者被害を未然に防止する。

会年職
員等

0人

実績 13回 13回

当初講座開催の申し込みはあったが、主催者
側の都合により中止になったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①257人

②800人

③9,900個

R5目標 R5実績

消費者相談の多い高齢者だけではな
く、成年年齢引下げに伴う若年者を
狙った消費者被害の未然防止のため、
消費生活展だけではなく啓発の機会を
確保していきたい。

R5その他職員従
事割合

14回 10回

A

講座に関しては、高齢者だけ
でなく在日外国人、家庭教育
学級に対して実施するなど、
消費者被害ん未然防止の観点
から幅広く実施することが出
来た。啓発の場である消費生
活展では、引き続き所沢警察
署や市防犯対策室と連携し
て、消費者被害や特殊詐欺の
未然防止に関する啓発活動が
できた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 1,374千円

①講座・講演会参加者

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数

消費生活講座・講演会開催回数（回）
講座・講演会を開催することにより、消費者被害
の未然防止・拡大防止のための知識を深め、様々
な消費者問題への対応力向上を図る。

市内各中学校へ中学生向け冊子を配布
する際、学校長宛に消費生活講座に関
する講師派遣の案内を送付するなど啓
発を行った。

消費生活啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

消費者基本法、消費者安全法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,390千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

174
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

消費者被害を未然に防ぐと
ともに、消費者が自らの利
益の擁護及び増進のため自
主的かつ合理的に主導でき
るよう支援した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

677千円

R5予算現額

716千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

53,520千円

R5予算現額

56,830千円

R4正規職員人件
費

1.00 人

8,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

54,698千円

R5予算現額

61,249千円

R4正規職員人件
費

0.91 人

7,282千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.76 人 評価者

～ 6,142千円 防犯交通安全課長　足立啓

自転車駐車場を整備するこ
とで、自転車利用の増加と
放置自転車の減少を図り、
駅周辺の生活環境を改善し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S50 65.0%

駅にアクセスするための交通手段である自転車
の駐車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐
車秩序を図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場
を設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民
サービスの向上と経費の削減を図る。

会年職
員等

0人

実績

※R6年度より成果指標を「収容能力と収容台
数」から利用率に変更したため、R4～5年度の
目標及び実績は未記載である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①32箇所

②17,753台

③10,918台

R5目標 R5実績

チャイルドシート付き自転車等の大型
自転車の割合が増加していることか
ら、収容能力を減らし大型自転車の収
容台数を増やす必要がある。

R5その他職員従
事割合

B

廃止した新所沢駅西口第3自転
車駐車場の利用者を円滑に新
所沢駅西口第1・4自転車駐車
場で受け入れた。
また、新所沢駅西口第1・4、
西所沢駅第4、所沢駅西口第1
等で大型自転車置き場を増設
した。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 54,657千円 ①市営自転車駐車場等の施

設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

③市営自転車駐車場等の収
容台数

市営自転車駐車場利用率

市営自転車駐車場の利用率は横ばいである一方、
チャイルドシート付自転車等の大型自転車の割合
が増えている。２段式サイクルラックや傾斜式サ
イクルラックの設置台数を減らし、大型自転車置
き場を増やして利用率増を目指すものとする。

令和6年2月末の新所沢パルコ閉店に伴い、同店地下の新所沢駅
西口第3自転車駐車場を廃止した。
新所沢駅西口第3自転車駐車場の利用者を新所沢駅西口第1・4
自転車駐車場で受け入れるため劣化したサイクルラックを撤去
して、西所沢駅第4自転車駐車場等からサイクルラックを移設
した。また、大型自転車置場を増設した。
東所沢駅第3自転車駐車場の劣化したサイクルラックを撤去し
て、所沢駅西口第1自転車駐車場からサイクルラックを移設し
た。
西所沢駅第4及び所沢駅西口第1のサイクルラックを移設したこ
とにより、収容能力は減ったが大型自転車が駐車しやすくなっ
た。

自転車駐車場整備
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市自転車駐車場条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

61,208千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

182
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

1.56人

R6目標

S42 30.0%

加入者の相互扶助により、交通事故による災害
を受けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎
年共済加入者を募集し、その会費収入を原資と
して、交通事故により災害に遭った会員に死亡
又は傷害の程度に応じて見舞金を支給すること
で、市民の生活の安定と福祉の増進に寄与する
ことを目的とする。

会年職
員等

1.58人

実績 30.0% 10.6%

加入者の大多数を占めていた自治会を通じて
の加入者が、コロナ禍で減少し、コロナ禍以
前の加入者数に回復しないことが大きな要因
である。また、埼玉県が自転車利用者に対し
て義務化している損害賠償付き保険に加入者
が移行する傾向が見られることも考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①33,584人

②18,771千円

③171件

R5目標 R5実績

加入率が年々低下しており、加入者を
増やす必要があることから、交通災害
共済についてより市民に周知する。

R5その他職員従
事割合

30.0% 9.8%

C

加入者は減少傾向にあるが、
現状全市民の約1割が加入して
いる。会費収入及び繰越金で
運営をしており、今後も事業
を継続するためにはより多く
の市民に加入してもらう必要
があるため、本事業の利点を
市民に周知する必要がある。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 15,477千円

①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

交通災害共済加入率
過去の交通災害共済加入率で高かった数値を設定
した。 交通災害共済制度をわかりやすく伝え

るため、見舞金請求事例を掲載するな
ど自治会向けの案内書類を見直した。

交通災害共済事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

17,860千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

181
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

申請があり把握しうる交通
遺児に対し、手当及び奨学
金を漏れなく支給した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S45 100.0%

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児
手当及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図
る。
・交通遺児手当は、義務教育終了までの期間、
遺児一人に対し月額5,000円を支給する。
・交通遺児奨学金は、遺児一人に対し小学校及
び中学校入学時に50,000円を、高等学校入学時
に80,000円を支給する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①7人

②360千円

③130千円

R5目標 R5実績

交通遺児手当及び奨学金を支給するこ
とは、対象世帯への援助となっている
ことから、今後も事業を継続する。ま
た、本来対象となる世帯への支給漏れ
がないよう引き続き学校等関係機関へ
の周知を行っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A

交通事故により保護者を失っ
た市内在住の交通遺児に対し
手当及び奨学金を支給してい
るが、より安定した生活をし
ていくために今後も続ける必
要がある。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 477千円

①交通遺児数

②手当支給額

③奨学金支給額

支給対象者への支給率
交通事故により保護者を失った交通遺児全員に手
当及び奨学金を支給する。

毎年、制度の周知を目的として市内の
保育園及び幼稚園、小・中学校へ配布
しているチラシについて、より分かり
やすく伝わるようデザインや文章の見
直しを行った。

交通遺児対策事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則
所沢市交通遺児奨学基金条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

587千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

181
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

交通事故により受傷した加
入者に対し、適切に見舞金
を支給した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

46,229千円

R5予算現額

44,020千円

R4正規職員人件
費

0.56 人

4,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.61 人 評価者

～ 4,929千円 防犯交通安全課長　足立啓

R4予算現額

59,688千円

R5予算現額

79,063千円

R4正規職員人件
費

2.43 人

19,445千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.93 人 評価者

～ 23,677千円 道路維持課長　山田　和弘

交通事故の危険がある箇所
に対して安全施設の設置や
修繕を実施し、交通の安全
を確保した。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S57 100.0%

16 平和と公正をすべて
の人に

交通事故の危険がある箇所について、通行の安
全性を確保するため、道路反射鏡や道路区画線
などを設置。さらに設置した交通安全施設を適
切に管理する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 84.0%

安全施設に関する要望は優先順位をつけて対
応している。昨年度と同様に推移している
が、要望が多くあるため、年度内の処理がで
きていない案件がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①92箇所

②22,836.8ｍ

③995件

R5目標 R5実績

安全対策に関する要望件数は多く、ま
た、現場状況に応じた対策の決定に時
間を要することがあるが、優先順位を
つけより効果の高い安全対策を実施し
ていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 84.2%

B

安全施設の要望は増加し、内
容も多岐多様にわたり複雑化
している。このため、対応に
時間を要するものもある。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 58,166千円

①道路反射鏡整備数（修
繕・新設）

②道路区画線等の路面標示

③要望・通報件数

要望・通報に対する割合

交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全
性を確保するための道路安全施設の設置及び
適切な管理をすることが目的となっているた
め、要望・通報件数に対して処理した件数の
割合を指標とする。

道路反射鏡の設置については、前年度
に引き続き、優先順位を決めて対応し
た。
道路区画線については、通学路に重点
を置いて対応した。

道路安全施設整備
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技術的基準等を定める条
例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例、交
通安全対策基本法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

78,149千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

183
建設
部

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S50 36台

放置自転車禁止区域での立哨指導や放置自転車
の撤去により、駅周辺の良好な生活環境を保持
する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自
転車防止の指導及び自転車駐車場への誘導を行
う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を
定期的に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者に
ついて警察に照会し、はがきを送付して返還す
る。

会年職
員等

1人

実績 36台 7台

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①630台

②68日

③9.3台

R5目標 R5実績 人流が増えても放置自転車が増えない
ように、駅周辺に放置自転車指導員を
効率的に配置し、放置自転車防止の指
導及び自転車駐車場への誘導を行う。
令和6年9月に所沢駅西口にエミテラス
所沢が開業することから、所沢駅西口
に放置自転車が増えないよう駐輪場を
利用するよう呼びかけを行っていく。

R5その他職員従
事割合

36台 8台

S

放置自転車指導員の活動によ
り自転車放置台数は目標を大
幅に下回っている。引き続き
放置自転車減少に向け対策を
講じていく。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 45,060千円

①年間撤去台数（自転車放置禁
止区域、自転車放置指導整理区
域、自転車駐車場長期放置）

②年間撤去日数

③年間撤去台数/年間撤去日数

自転車放置台数（11月の晴天の平日午前11時
頃に自転車放置禁止区域に放置された自転車
の数）

国土交通省が隔年で駅周辺における放置自転車等
の実態調査（11月の晴天の平日午前11時頃に自転
車放置禁止区域に放置された自転車の数を調査）
を実施している。
この調査における放置自転車を減らすことを目標
としている。
目標は実施計画における目標値を記載している。

撤去日数は維持しつつ撤去に当たるト
ラックの配車台数を減らした。
放置自転車指導員の配置を見直し、放
置自転車の少ない駅の配置時間を減ら
した。
経年劣化した放置禁止区域である旨の
標識を交換した。

放置自転車対策事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の防止に関す
る条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

42,953千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

182
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

駅周辺の放置自転車を減ら
すことで、歩行者等の通行
の安全性拡大を図った。


